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発行者情報  

【表紙】  

【公表書類】 発行者情報 

【公表日】 令和2年7月31日 

 

【発行者の名称】 クボデラ株式会社 

(KUBODERA CO.,LTD．) 

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長 窪寺 伸浩 

【本店の所在の場所】 東京都中野区沼袋四丁目27番15号 

【電話番号】 03-3386-1153 

【事務連絡者氏名】 取締役 管理部長 榎本 稔 

【担当J‐Adviserの名称】 宝印刷株式会社 

【担当J‐Adviserの代表者の役職氏名】 代表取締役社長 堆 誠一郎 

【担当J‐Adviserの本店の所在の場所】 東京都豊島区高田三丁目28番8号 

【担当J‐Adviserの財務状況が公表される 

 ウェブサイトのアドレス】 

https://www.takara-company.co.jp/ir/reference/ 

【電話番号】 03-3971-3392 

【取引所金融商品市場等に関する事項】 東京証券取引所 TOKYO PRO Market 

なお、振替機関の名称及び住所は以下のとおりです。 

名称：株式会社証券保管振替機構 

住所：東京都中央区日本橋茅場町二丁目1番1号 

 

【公表されるホームページのアドレス】 クボデラ株式会社 

https://kubodera.co.jp/ 

株式会社 東京証券取引所 

https://www.jpx.co.jp/ 
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【投資者に対する注意事項】 

1. TOKYO PRO Marketは、特定投資家等を対象とした市場であり、その上場会社は、高い投資リスクを含んで

いる場合があります。投資者は、TOKYO PRO Marketの上場会社に適用される上場適格性要件及び適時開示

基準並びに市場価格の変動に関するリスクに留意し、自らの責任で投資を行う必要があります。また、投資者

は、発行者情報により公表された情報を慎重に検討した上で投資判断を行う必要があります。特に「第一部  

第3 4 【事業等のリスク】」において公表された情報を慎重に検討する必要があります。 

2. 発行者情報を公表した発行者のその公表の時における役員(金融商品取引法(以下「法」という。)第21条第1

項第1号に規定する役員(取締役、会計参与、監査役若しくは執行役又はこれらに準ずる者)をいう。)は、発行

者情報のうちに重要な事項について虚偽の情報があり、又は公表すべき重要な事項若しくは誤解を生じさせな

いために必要な重要な事実に関する情報が欠けていたときは、法第27条の34において準用する法第22条の規

定に基づき、当該有価証券を取得した者に対し、情報が虚偽であり又は欠けていることにより生じた損害を賠償

する責任を負います。ただし、当該有価証券を取得した者がその取得の申込みの際に、情報が虚偽であり、又

は欠けていることを知っていたときは、この限りではありません。また、当該役員は、情報が虚偽であり又は欠け

ていることを知らず、かつ、相当な注意を用いたにもかかわらず知ることができなかったことを証明したときは、上

記賠償責任を負いません。 

3. TOKYO PRO Marketにおける取引所規則の枠組みは、基本的な部分において日本の一般的な取引所金融

商品市場に適用される取引所規則の枠組みと異なっています。すなわち、TOKYO PRO Marketにおいては、

J‐Adviserが重要な役割を担います。TOKYO PRO Marketの上場会社は、特定上場有価証券に関する有価証

券上場規程の特例(以下「特例」という。)に従って、各上場会社のために行動するJ‐Adviserを選任する必要が

あります。J‐Adviserの役割には、上場適格性要件に関する助言及び指導、並びに上場申請手続のマネジメン

トが含まれます。これらの点について、投資者は、東京証券取引所のホームページ等に掲げられるTOKYO 

PRO Marketに係る諸規則に留意する必要があります。 

4. 東京証券取引所は、発行者情報の内容(発行者情報に虚偽の情報があるか否か、又は公表すべき事項若し

くは誤解を生じさせないために必要な重要な事実に関する情報が欠けているか否かという点を含みますが、こ

れらに限られません。)について、何らの表明又は保証等をしておらず、前記賠償責任その他の一切の責任を

負いません。 
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第一部 【企業情報】 

第1 【本国における法制等の概要】 

該当事項はありません。 

 

第2 【企業の概況】 

1 【主要な経営指標等の推移】 

 

回次 第13期 第14期 第15期 

決算年月 平成30年4月 平成31年4月 令和2年4月 

売上高 (千円) 1,361,336 1,520,035 1,632,723 

経常利益 (千円) 7,580 8,607 8,268 

当期純利益又は当期純損失(△) (千円) 4,706 2,832 △11,669 

持分法を適用した場合の投資利益 (千円) － － － 

資本金 (千円) 98,000 107,000 107,000 

発行済株式総数 (株) 1,978,400 2,158,400 2,158,400 

純資産額 (千円) 128,982 149,778 137,796 

総資産額 (千円) 1,294,885 1,481,475 1,731,536 

1株当たり純資産額 (円) 65.20 69.39 63.99 

1株当たり配当額 (円) － － － 

1株当たり当期純利益又は 
1株当たり当期純損失(△) 

(円) 2.38 1.42 △5.41 

潜在株式調整後1株当たり 
当期純利益 

(円) － － － 

自己資本比率 (％) 9.96 10.11 7.96 

自己資本利益率 (％) 3.72 2.03 － 

株価収益率 (倍) 25.23 42.23 － 

配当性向 (％) － － － 

営業活動によるキャッシュ・フロー (千円) 63,368 △83,380 △87,011 

投資活動によるキャッシュ・フロー (千円) △2,349 △78,720 △192,821 

財務活動によるキャッシュ・フロー (千円) 10,305 142,959 249,281 

現金及び現金同等物の期末残高 (千円) 124,657 105,247 74,446 

従業員数 
〔ほか、平均臨時雇用人員〕 

(名) 
25  
〔2〕 

28  
〔1〕 

30  
〔1〕 

(注)1. 当社は連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。 

2. 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

3. 持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社がないため記載しておりません。 

4. 第13期及び第14期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。第

15期の潜在株式調整後1株当たり当期純利益は、1株当たり当期純損失であり、また、潜在株式が存在しないため記

載しておりません。 

5. 第15期の自己資本利益率については、当期純損失が計上されているため記載しておりません。 

6. 第15期の株価収益率については、当期純損失であるため記載しておりません。 
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7. 1株当たり配当額及び配当性向については、配当を行っていないため記載しておりません。 

8. 特定上場有価証券に関する有価証券上場規程の特例第128条第3項の規定に基づき、第13期、第14期及び第15期

の財務諸表についてＰｗＣ京都監査法人の監査を受けております。 

9. 平成29年7月20日付で普通株式1株につき100株の株式分割を行いましたが、第13期の期首に当該株式分割が行わ

れたと仮定して、1株当たり純資産額及び1株当たり当期純利益を算定しております。 

10. 従業員数は就業人員数であり、臨時雇用者数は、年間の平均人員を〔 〕外数で記載しております。 

11. 「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」(企業会計基準第28号 平成30年2月16日)等を第14期の期首から適

用しており、第13期事業年度に係る主要な経営指標等については、当該会計基準等を遡って適用した後の指標等と

なっております。 

 

2 【沿革】 

当社は、平成28年9月に、マルトミホーム株式会社を存続会社、旧クボデラ株式会社を消滅会社として合併

しております。実質的存続会社である旧クボデラ株式会社の沿革は以下のとおりです。なお、(1) 現代表取締

役である窪寺伸浩の祖父及び父の創業からのクボデラ株式会社前史と、(2) クボデラ有限会社設立以降の二

つに分けて記載しております。存続会社であるマルトミホーム株式会社の沿革は、別表にて記載します。 

 

(1) クボデラ株式会社前史 

年 月 沿 革 

昭和20年9月 窪寺金太郎、正明により東京都中野区沼袋にて創業。(※1) 

昭和25年8月 法人として㈱窪寺材木店を設立。 

昭和36年4月 当時日本国内であまり前例のない台湾桧の製品輸入を開始。 

昭和37年6月 東京都練馬区に台湾桧専門倉庫設立。 

昭和39年2月 市売木材㈱(現ナイス㈱)の相模原市場に進出。(※2) 

昭和39年8月 埼玉県秩父市に「秩父木材理学研究所」を設立し、防虫防腐の木質建材「カラ

ー羽目板(※3)」を開発販売。 

台湾桧とカラー羽目板は当社の売上の両輪となる。 

昭和46年4月 埼玉県川越市南大塚を中心に分譲住宅販売。 

社名を㈱クボデラに変更。 

昭和47年4月 台湾桧の神棚の生産開始。 

タイよりチーク材、チークドアの輸入開始。 

昭和49年1月 東京都中野区野方に新社屋完成。 

昭和49年6月 窪寺和子が代表取締役に就任。 

昭和56年5月 ㈱クボデラが木材事業撤退。 

 

(2) クボデラ有限会社設立以降 

昭和56年6月 ㈱クボデラの木材事業撤退にともない、同事業を継承のため、クボデラ㈲を設

立。資本金1,000万円。大寺博が代表取締役に就任。 

平成7年8月 窪寺伸浩が代表取締役に就任。 

中国から木材の直接輸入開始。 

平成16年9月 さいたま市南区内谷に造作プレカット(※4)工場を設立(現首都圏サービスセンタ

ー)。 
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平成19年3月 ㈳東京都信用金庫協会より優良企業優秀賞として表彰される。 

平成22年9月 日本の杉、桧の間伐材を利用した集成材を中国にて生産開始。この事業構造が

東京都の経営革新事業(※5)に承認される。 

平成24年3月 木材表示推進協議会より合法木材供給事業者に認定される。 

平成25年7月 横浜市に横浜販売所開設(現在は川崎市)。 

平成27年5月 「里まちネットワーク」に参加、国土交通省「地域化住宅グリーン化事業」(※6)に認

定される。 

平成27年6月 埼玉県においてものづくり補助金の交付を受け、モルダー機(※7)を増設。これを

機に首都圏サービスセンターの生産設備を拡大。 

平成28年3月 有限会社から株式会社へ組織変更。 

平成28年5月 神奈川県相模原市に約1,000㎡の倉庫を取得。 

平成28年9月 関係会社マルトミホーム㈱を存続会社、旧クボデラ㈱を消滅会社として合併。 

※1 窪寺金太郎は現代表取締役窪寺伸浩の祖父、窪寺正明は現代表取締役窪寺伸浩の父であります。 

※2 木材の卸売を目的とする木材市場の中に専門問屋として加盟、出店しました。 
※3 現在のモルタルが普及する以前は外壁材は木質系が主流でありました。「カラー羽目板」は、ラワンの羽目板(壁材)を防

虫防腐処理し、塗装したものであります。 
※4 造作プレカットとは、大工職人がノミやカンナ等で木材を削っていたものを、工場において機械でつくることであります。

建築現場で大工職人が取り付けるだけの状態にまですることが可能になりました。 

※5 各地方自治体が、革新的であると認めた事業、商品を認定し、認定された企業には融資や補助金交付において有利に

はたらく等の利点があります。 
※6 地域における木材住宅生産体制を強化し、環境負荷の低減を図るため、中小住宅生産者等が関連事業者と連携して

事業にあたる場合、基準を満たしたグループに認定されます。認定されたグループは、グループごとに定められた共通

ルールに基づく木造住宅建設を行う場合に、費用の一部の補助を受けることができます。 
※7 モルダー機は、造作プレカット加工機の一種であります。4面または6面を同時に指定した幅、厚みに削ることができます。

また、刃型を変えることによって、様々な形状に加工することができます。 

 

存続会社であるマルトミホーム株式会社及びクボデラ株式会社の沿革は、以下のとおりであります。 

平成17年7月 東京都大田区北千束にマルトミホーム㈱設立。資本金1,500万円。窪寺伸浩が

代表取締役に就任。 

平成17年9月 「住まいの教室」(※8)を開始。以降、公表日現在までに208回開催。 

平成23年1月 ＮＰＯ法人「幸せな家庭環境をつくる会」(※9)東京中央支部を設立。 

平成27年5月 「里まちネットワーク」に参加、国土交通省「地域化住宅グリーン化事業」(※6)に

認定される。 

平成28年9月 マルトミホーム㈱を存続会社、関係会社旧クボデラ㈱を消滅会社として合併。同

時に社名変更し、クボデラ㈱となる。資本金9,800万円。代表取締役は窪寺伸

浩。 

平成29年6月 相模原販売所がナイス㈱相模原市場から撤退し、自社の事務所及び倉庫にて

営業開始。 

平成29年6月 首都圏サービスセンターが製材等ＪＡＳ認定事業者(※10)の認定を受ける。 

平成29年10月 東京証券取引所TOKYO PRO Marketに上場。 

平成30年11月 神奈川県厚木市に相模原販売所の第2倉庫を開設。 

※8 エンドユーザー向けに開催される、幸福を生む住まいづくりと間取りの勉強会であります。 

※9 家庭の基礎要因である「家族」、「住まい」、「経済」、「ライフサイクル」を中心に、「幸せな家庭環境」の研究とシステムづ
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くりを目的として設立された全国組織の特定非営利法人であります。「積み木100万個」運動と題し、桧で作られた積み

木を幼稚園、保育園等に寄贈したり、自社内で積み木遊びを題材としたワークショップを開催したりするなどの活動を行

っております。 

※10 一定の技術的水準に適合するなど信頼性が確保されるとして、農林水産大臣より承認された事業者へ与えられる農林

規格であります。当社の認定の区分と番号は「JLIRA‐B・23・04」であります。 

 

3 【事業の内容】 

住宅事業を営むマルトミホーム株式会社は、平成28年9月に旧クボデラ株式会社と合併いたしました。旧ク

ボデラ株式会社は、その前身から数えると木材を扱って70余年になり、“木”を通じた住環境・事業環境・教育

環境と人間の調和を目指し、国内外木材及び木質建材の輸入卸売りの事業を営んできました。現在の事業部

体制については、木材を中心とした建築資材の卸売りを行う木材事業と、住宅販売やリフォームを行う住宅事

業の大きく二つに分かれております。二つの事業内容については以下のとおりとなります。 

 

(1) 木材事業 

木材事業は国内外より木材の調達を行い、加工を施して卸売業者、小売業者、建築業者等へ販売する事

業であります。木材事業部は70余年の歴史があり、杉や桧をはじめとする国産材及びスプルスやヘムロック等

の海外材といった様々な造作材(※1)及び構造材(※2)を取り扱っております。当社では提供する商品品質に強く

こだわりを持ち、製材等ＪＡＳ認定事業者の認定を受けております。現地生産者からの直接輸入後は当社首都

圏サービスセンターでの在庫管理及び加工・出荷を行っております。木材選定から在庫管理、加工、出荷まで

一貫して提供する体制が整えられているため、当社が納得できる商品のみを顧客へ提供することができており

ます。 

(※1) 造作材(無垢) 

建築内部の仕上げ材・取り付け材の総称で、天井・床・棚・階段のほか、和室における鴨居・敷居・長押・框や、洋室に

おけるドア枠・沓擦り・ケーシング、笠木等に使われており、化粧材とも呼ばれております。 

(※2) 構造材 

建物を構築するための骨組みになる部材で、柱、梁、土台、桁、筋交等が構造材にあたります。 

 

木材事業の主な事業内容は「① 造作プレカット事業」、「② 無垢造作事業」、「③ 木材建材事業」、「④ 神

棚上棟事業」の4つに分かれます。それぞれの事業内容については以下のとおりであります。 

 

(1)-① 造作プレカット事業 

海外及び国内の木材業者から仕入れた造作材について当社で加工を行い、国内の卸売業者及び小売業

者へ販売する事業であります。一般的には大工職人や工務店等が現場に応じて行う造作材加工を、当社は自

社設備と培ってきた技術によって、現場で即時施工が開始出来る状態までの加工を行い、顧客へ納品してお

ります。造作プレカット事業は当社事業の中でも最も顧客へ付加価値を提供できる事業であります。かつては、

大工職人が下小屋などで木材の選定から加工まで手作業で行い、それを材木屋が現場まで配達し、大工が

取り付けるといった一連の流れがありました。昨今、大工職人が減少してきている中で、当社の造作プレカットを

用いることによって、対応範囲も木材一丁から、施設一棟(例えば、埼玉県の杉戸統合幼稚園・保育園複合施

設など)まで対応できる体制を整えております。造作プレカット事業の加工工程と当社の持つ設備は以下のとお

りであります。  
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(1)-② 無垢造作事業 

主に海外の木材業者と、国内の木材商社から仕入れた造作材を当社では加工を加えず国内の卸売業者及

び小売業者へ販売する事業であります。国産杉、桧、タモ、ナラ、チーク、アガチス、ラワン、スプルス、ヘムロッ

ク、雲杉、米ヒバ、ピーラ等の、様々な厚み、幅、長さの平割(板状の木材)を在庫として保有しております。 

 

(1)-③ 木材建材事業 

国内の木材産地の製材所、木材商社及び問屋から仕入れた内外の木材を国内の卸売業者及び小売業者

へ販売する事業であります。主に、建造物の構造材や下地材として用いられる木材や建材を販売しております。

構造材は建造物の中で最も多くの木材を使用する部分であります。顧客は材木問屋や木材小売業者のみなら

ず、建設会社や工務店等も含み多岐に渡っております。当社は70余年もの間、国内の生産者や木材商社等

幅広い企業とのネットワークを構築してきており、顧客の要望する木材を柔軟かつ迅速に提供する体制を整え

ております。 
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(※4) マルトミ協栄会 

マルトミホーム株式会社と永年一緒に仕事をしてきた業者の集まりであります。各業者がそれぞれに得意分野を持って

おり、住宅事業部が業務を委託しております。 

 

4 【関係会社の状況】 

該当事項はありません。 

 

 

5 【従業員の状況】 

(1) 発行者の状況 

令和2年4月30日現在 

従業員数(名) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(千円) 

30〔1〕 44.2 2.8 3,424 

 

セグメントの名称 従業員数(名) 

木材事業 24〔1〕 

住宅事業    4〔0〕 

全社(共通) 2〔0〕 

合計 30〔1〕 

(注)1. 従業員数は就業人員数であり、臨時雇用者数は、年間の平均人員を〔 〕外数で記載しております。 

2. 平均年間給与は、給与総額(通勤手当、基準外賃金)及び賞与を含んでおります。 

3. 平均年間給与には、臨時雇用者の給与は含まれておりません。 

4. 全社(共通)は、総務及び経理等の管理部門の従業員であります。 

 

(2) 労働組合の状況 

労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 
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第3 【事業の状況】 

1 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当事業年度(令和元年5月1日～令和2年4月30日)におけるわが国の経済は、米中の貿易戦争の顕在化、消

費税の増税があった上に、新型コロナウイルス感染症の世界的な蔓延によって景気が減速しております。以前

より東京オリンピック後、あるいはオリンピック前に景気が下振れすることが予想されておりましたが、新型コロナ

ウイルス感染症の拡大によって東京オリンピックは延期され、全国に及ぶ緊急事態宣言発令による経済活動の

制限によって、景気に多大な影響を与えているのが現状であります。 

このような経済状況の中、住宅業界におきましては、令和元年12月の新設住宅着工戸数は72,174戸で、前

年同月比7.9％減となり、季節調整済年率換算値では852千戸(前月比0.5％増)となりました(国土交通省総合

政策局建設経済統計調査室「建築着工統計調査報告令和元年12月分」)。新型コロナウイルス感染症発生前

でもこの水準でありましたので、令和元年度の住宅着工戸数は前年より下がっていると思われます。ただ、建設

業界及びそれに付帯する木材業界は、4ヶ月から1年といった中長期サイクルの事業を行っているため、飲食業

や宿泊業といった短期のビジネスモデルとは異なり、直ちに売上高が下がったり、問題が表面化したりすること

にはなっておりません。 

このような状況の下、当社は、人員の増強、設備の増大等によって、木材事業、住宅事業ともに売上高を拡

大することができました。なお、新型コロナウイルス感染症の影響が1年程度続くとの一定の仮定のもとで、その

臨時性も鑑み、固定化営業債権に対して貸倒引当金を繰り入れたため、特別損失として貸倒引当金繰入額

12,854千円を計上しております。 

これらの結果、当事業年度における売上高は1,632,723千円(前年同期比7.4％増)、営業利益は27,333千円

(前年同期比25.2％増)、経常利益は8,268千円(前年同期比3.9％減)、当期純損失は11,669千円(前年同期当

期純利益2,832千円)となりました。 

    

セグメントの業績を示すと、次のとおりであります。 

 

① 木材事業 

当セグメントにおきましては、前事業年度からの流れである、木材小売業者への販売から、ビルダーや建設

会社、工務店への販路拡大を続けており、新規取引先を増やすことに成功しております。また、令和元年11月、

12月には、中国や台湾へ楽器用高級木材の輸出を開始し、一ヶ月に約10,000千円の売上高をあげることがで

きました。その後もこのペースでの輸出を目論んでおりましたが、新型コロナウイルス感染症の影響によって、

当該国から日本に来ることができず、検品や商談が成立しないこととなりました。しかしながら、通期では販売は

好調で、売上高、利益ともに前年を上回ることができました。その結果、売上高(商品売上高)は1,510,789千円

(前年同期比6.0％増)、営業利益は109,470千円(前年同期比278.4％増)となりました。 

 

② 住宅事業 

当セグメントにおきましては、大型リフォームをいくつか成約することができました。また、不動産業者や不動

産管理会社への営業を開始し、一定の成約を得ることに成功しております。その結果、売上高(完成工事高)は

121,934千円(前年同期比29.3％増)、営業利益は5,242千円(前年同期営業損失179千円)となりました。 



― 12 ― 

(2) キャッシュ・フローの状況 

当事業年度末における現金及び現金同等物(以下「資金」という。)の残高は、74,446千円で、前事業年度末

に比べ30,801千円の減少となりました。各キャッシュ・フローの状況とその主な要因は、次のとおりであります。 

 

(営業活動によるキャッシュ・フロー) 

営業活動による資金の減少は87,011千円(前事業年度は83,380千円の減少)となりました。これは主に、売上

債権の減少額56,958千円、減価償却費24,992千円、貸倒引当金の増加額14,388千円等で資金が増加した一

方で、たな卸資産の増加額140,748千円、固定化営業債権の増加額25,707千円、法人税等の支払額11,751

千円等で資金が減少したことによるものであります。 

 

(投資活動によるキャッシュ・フロー) 

投資活動による資金の減少は192,821千円(前事業年度は78,720千円の減少)となりました。これは主に、定

期預金等の払戻による収入16,801千円等で資金が増加した一方で、有形固定資産の取得による支出177,262

千円、定期預金等の預入による支出32,030千円等で資金が減少したことによるものであります。 

 

(財務活動によるキャッシュ・フロー) 

財務活動による資金の増加は249,281千円(前事業年度は142,959千円の増加)となりました。これは主に、長

期借入金の純増加額154,824千円、短期借入金の純増加額104,340千円等で資金が増加した一方で、自己株

式の取得による支出300千円等で資金が減少したことによるものであります。 
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2 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

該当事項はありません。 

 

(2) 仕入実績 

当事業年度における仕入実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

セグメントの名称 仕入高(千円) 前年同期比(％) 

木材事業 1,322,939 106.8 

住宅事業 87,118 129.5 

合計 1,410,057 108.0 

(注)1. 金額は、仕入価格によっております。 

2. 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

 

(3) 受注実績 

当事業年度における受注実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。なお、木材事業については、

商品等の受注から納品等までの所要時間が短いため、常に受注残高は僅少であり、期中の受注高と販売実

績とがほぼ対応するため記載を省略しております。 

セグメントの名称 受注高(千円) 前年同期比(％) 

住宅事業 132,518 167.0 

合計 132,518 167.0 

(注) 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

 

(4) 販売実績 

当事業年度における販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

セグメントの名称 販売高(千円) 前年同期比(％) 

木材事業 1,510,789 106.0 

住宅事業 121,934 129.3 

合計 1,632,723 107.4 

(注) 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 
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3 【対処すべき課題】 

文中の将来に関する事項は、当事業年度末現在において当社が判断したものであります。 

 

(1) 経営方針 

① 経営方針 

当社は、木材事業において「木を哲学する企業」を宣言し、また、住宅事業においては「幸福を生む住まい

づくり」を理念としております。木材という自然素材と住環境を、人間の生活の中に調和させていくことが、当社

の経営方針であります。お客様第一主義を貫き、全てのステークホルダーに信頼される企業を目指し、事業活

動を行ってまいります。 

今般のコロナ禍による世界全体の影響の中で、当社は、これらの二つの理念をまさに具現化する機会と考え

ております。木材とは、樹木という自然由来の建築資材でありますが、木材が社会的役割を今こそ発揮すべき

時になっております。木材は、飛沫対策においても、アクリル板等と比較すると、ウイルスが付着した場合の生

存時間が短いと言われております。また、木材は「フィトンチッド」という抗菌性のある芳香物質を出しており、こ

れも木材の存在意義を高める要因となっております。住宅においても、いわゆる「三密」の一つの要素である

「密閉」が問題視されております。この問題に関しても、当社は一貫して「高気密・高断熱」住宅に反対してきて

おり、自然換気、通気こそが人間の生活に最も重要な室内換気であると考え、それを実践してまいりました。こ

のコロナ禍の中で、当社が従来主張してきたことが正しかったということを実感しております。今後もこれを実践

し、普遍的な価値に基づいた、木をふんだんに使った住まいづくりに邁進していくことこそが、当社の変わらぬ

経営方針であります。 

 

② 中長期的な戦略 

ポストコロナの日常生活が、「新常態」と言われるような全く新しいものになることが予測されます。「三密」と呼

ばれる「密集」、「密着」、「密接」という人間の関係性を根本的に問い直すものになっていくと思われます。そう

いった事態にあるからこそ、「健康」、「生命の尊重」、「家族の調和」といった普遍的な価値観が、行き過ぎた市

場主義を是正する価値観になっていくものと考えられます。 

このような価値観と親和性のあるものが、木材を中心とした自然素材であります。この木材を、建築資材の流

通といったBｔｏＢのビジネスモデルの中ではなく、「健康」、「生命の尊重」、「家族の調和」といった価値観を具

現化する住まいづくり及びリフォームの中に落とし込んでいくことが、当社の重要な戦略であります。 

コロナ禍での受注減少は、当社の事業の中で、資材の販売や造作プレカット事業が主要な事業であることを

物語っております。木材及び木質建材の新価値創造をエンドユーザーに直接展開するために、ネット販売を強

化いたします。また、ものづくり補助金等を活用して、加工能力、技術の整備、向上をはかってまいります。 

長期的には、川上の木材輸入・調達から川下の住まいづくりへの一貫システムを、より強固なものにしていく

所存であります。そのために、Ｍ＆Ａや同業他社との事業提携も積極的に推進してまいります。 

 

(2) 経営環境 

① 木材事業の環境 

株式会社野村総合研究所「2040年の住宅と課題」(令和2年6月9日)によると、新設住宅着工戸数は、2019年

度が884千戸であったのに対し、2030年度は630千戸、2040年度は410千戸となるという予測がされております。
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これは人口減少と連動しつつも、今までの住宅が22年程度で取り壊され、再建築されているという現実を背景

にしているものであります。住宅は本質的に一生に一度の買い物であり、自分の人生を担保に購入するものと

して位置づけられております。しかしながら、住宅ローンを完済する前に、住宅の資産的価値がなくなったり、

存在そのものがなくなってしまったりするケースが往々にしてあります。建築業界及びその周辺業界である木材

業界に位置するものにとって、新設住宅着工戸数が減ることは大変なことであります。かつて着工戸数の増大

は、日本経済の成長のバロメータでありました。今後は、戸数ではなく、質にシフトしていくことが重要であり、リ

フォームにおいても同様であります。当社は、質にこだわり、木材そのものの価値にこだわる事業を真剣に展開

してまいります。 

 

② 住宅事業の環境 

前述の「2040年の住宅と課題」では、新設住宅着工戸数は大幅に減少するが、リフォームについては、2040

年度まで6～7兆円という一定の市場規模水準を維持するものと予測されております。これは、日本人の住宅に

対する考え方が、「新しいもの」から「古くても良質なもの」へと価値観の転換がはかられていることの証左である

と考えております。新築着工数を誇るという住宅事業のあり方ではなく、生活者やエンドユーザーに寄り添った

住まいづくりやリフォームにシフトしていくことが重要であります。中古住宅や中古マンションのリノベーション、ま

たは、古家、空き家問題とその有効利用にも課題として取り組んでまいります。 

 

(3) 対処すべき課題 

当社は、中長期的な成長と事業のリスク分散の観点から、下記の課題について取り組む必要があると考えて

おります。 

 

① 経営管理体制の強化 

当社は、企業規模拡大の基礎となる経営管理体制、コーポレート・ガバナンスをより強化し、事業運営上の問

題点の把握、コンプライアンスの徹底、適切な情報開示やＩＲ活動に取り組むことが、企業価値の向上につなが

るものと認識しております。 

   

② 人材の育成及び確保 

経営資源の重要要素である人材については、社員教育や研修制度の充実、社内コミュニケーションの活性

化、適材適所での潜在能力の発揮等を推進し、一人当たりの生産性向上を図ります。 

また、事業拡大に伴い、中途採用による増員、技能実習生の受入れの継続、中堅社員及び管理職の育成、

ヘッドハンティングにも努めてまいります。特に住宅事業におきましては、有資格者の登用及びリフォーム分野

での技能実習生導入も考えております。 

新型コロナウイルス感染症の拡大により企業の廃業等が増え、様々な業種から労働者が市場にあふれてい

くことが考えられます。その中から、新卒、中途を問わず、優秀な人材を積極的に採用することも考えておりま

す。 

 

③ 既存事業の深化 

当社は、木材事業と住宅事業の二つのセグメントを持っております。 
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木材事業におきましては、ものづくり補助金等を活用しながら、造作プレカットにおける加工能力を高めてま

いります。従来は、個人住宅向けや小規模店舗の造作が主体でありますが、学校や施設等「非住宅」向けの加

工能力を発展させ、新しい顧客を創造してまいります。また、新型コロナウイルス感染症の影響から、台湾や中

国、ベトナムの加工拠点を、日本国内へ移すことも検討してまいります。 

住宅事業におきましては、新規顧客を開発しつつ、依然からの顧客に対しては、不動産の処分等の分野で

も積極的に関わってまいります。また、従来は、ＢｔｏＣの住まいづくり、リフォームというビジネスモデルでありまし

たが、不動産管理会社との提携の中で、ＢｔｏＢの新しいビジネス領域にも進出してまいります。 

 

4 【事業等のリスク】 

本発行者情報に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を

及ぼす可能性のある事項には以下のようなものがあります。なお、文中の将来に関する事項は、当事業年度末

現在において当社が判断したものであります。 

 

(1) 木材市況に関するリスクについて 

木材事業は、国内の木材店・建材店等を通じて、又は直接、各地のビルダーや工務店に幅広く木材・建材

等の資材を供給しております。従って、何らかの要因により住宅着工戸数が大幅に変動した場合及び取扱商

品の市況並びに需給に急激な変動があった場合は、当社の経営成績に影響を及ぼす可能性があります。 

 

(2) 海外輸入に関するリスクについて 

当社は、仕入の約 20 パーセントを中国・台湾からの輸入に依存しております。それらの国家間で紛争や大

規模自然災害等が起こった場合、当社の事業の継続において影響を及ぼす可能性があります。 

 

(3) 外国為替変動に関するリスクについて 

当社は、仕入の約 20 パーセントを中国・台湾からの輸入に依存しており、当社が為替リスクを負っている外

貨建取引における影響のほか、邦貨建取引においても円高時の価格引下げ要求等、間接的な影響を受ける

可能性があります。その結果、当社の財政状態及び経営成績に影響を及ぼす可能性があります。 

 

(4) 在庫に関するリスクについて 

当社は、造作プレカットの生産拠点である首都圏サービスセンターを中心に、木材等の在庫を持っておりま

す。しかし、景気動向や木材市況の変動等により、在庫の管理費用の拡大やたな卸資産の評価損等が発生す

る場合があります。その場合には、当社の経営成績に影響を及ぼす可能性があります。 

 

(5) 木材の資源枯渇及び規制に関するリスクについて 

当社は、国内外から木材を仕入れております。木材は自然素材であり、樹種によっては伐採の拡大によって

資源が枯渇したり、伐採に関して規制がかかったりする可能性があります。その場合には、当社の計画遂行が

困難になり、当社の経営成績に影響を及ぼす可能性があります。 
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(6) 経営成績の季節変動に関するリスクについて 

当社の顧客である建設会社やハウスメーカーの決算期は 3 月であることが多いため、工事の完成は 3 月に

集中しております。このため、新年度の建設にかかる土地の取得は 4 月以降に開始されることが多く、木材、資

材の販売及び納入はそれ以降にずれ込むことが多くなっております。以上より、当社の上期は売上が伸びず

営業赤字になる傾向があり、事業年度後半に進むにしたがって売上及び利益が拡大していくという季節による

変動要因があります。 

 

(7) 法規制に関するリスクについて 

住宅事業では、「建設業法」に基づいて建設業者としての許可を受け、また、「宅地建物取引業法」に基づ

いて宅地建物取引業者としての免許を受けて事業を行っております。現在、これらの許可要件に欠格事由は

ありませんが、当社の申請が基準に適合しない場合、許可の取消等の行政処分が下される恐れがあり、そのよ

うな場合には、当社の経営成績に影響を及ぼす可能性があります。 

また、その他、木材・住宅建設に関する国の政策変更や法改正、税率の変更等があった場合にも、当社の

経営成績に影響を及ぼす可能性があります。 

 

(8) 人材の確保・育成に関するリスクについて 

当社では、人材が重要な経営資源と考えており、事業の拡大に向け優秀な人材の確保が重要な課題となり

ます。今後、計画通りに採用が進まなかった場合には、当社の計画遂行が進まず、当社の経営成績に影響を

及ぼす可能性があります。 

また、木材の特色を活かし適材適所の使用ができる職人の保持、育成が不可能な場合には、当社の経営成

績に影響を及ぼす可能性があります。 

 

(9) 特定人物への依存に関するリスクについて 

当社の代表取締役社長である窪寺伸浩は、当社の経営方針や経営戦略の立案及び決定を始め、営業戦

略や業務遂行等の経営全般において重要な役割を果たしております。また、当社は金融機関からの借入につ

いて、同氏による債務保証を受けております。当社は、ノウハウの共有、人材の確保及び育成等により組織体

制の強化を図り、同氏に過度に依存しない経営体制の構築を進めてまいります。 

しかしながら、不測の事態により同氏の当社における職務遂行が困難となった場合は、当社の財政状態及

び経営成績に影響を及ぼす可能性があります。 

 

(10) 資金調達に関するリスクについて 

当社は金融機関からの借入等により資金調達活動を行っております。安定的かつ効率的な資金調達活動

に努めるなか、長期での資金調達や金利の固定化を行っておりますが、将来において金利の大幅な変動や経

済環境の変化、株式市場の大幅な変動があった場合は、当社の財政状態及び経営成績に影響を及ぼす可

能性があります。 

 

(11) 設備投資に関するリスクについて 

当社は、造作プレカットの拠点である首都圏サービスセンターを中心に加工機材等の設備投資を行っており
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ます。設備投資については、事前に収益性や投資回収の可能性について様々な観点から検討しておりますが、

必ずしも確実に予期した成果が得られるという保証があるわけでもなく、事業環境の急変等により予測と大きな

乖離が生じた場合には、当社の経営成績に影響を及ぼす可能性があります。 

 

(12) 組織再編等に関するリスクについて 

当社は、事業強化及び拡大を目的として、組織再編やＭ＆Ａ、提携、売却等を行う可能性があります。これ

らを実行するにあたっては、リスク軽減のために入念な調査・検討を行いますが、実施後において偶発的な問

題が発生する可能性や、また、当初予想していたほどの効果を得られなかったり、投資金額を回収できなかっ

たりする可能性があります。その結果、当社の財政状態及び経営成績に影響を及ぼす可能性があります。 

 

(13) 住宅瑕疵担保責任保険に関するリスクについて 

「住宅の品質確保の促進等に関する法律」により、住宅供給者は新築住宅において10年間の瑕疵担保責任

を負っています。当社は、販売した物件に意図せざる瑕疵が生じた場合に備えるため、住宅瑕疵担保責任保

険に加入しております。しかしながら、販売件数の増加に伴い、当社の品質管理に不備が生じた場合には、ク

レーム件数の増加や保証工事の増加等により、賠償額がかかる住宅瑕疵担保責任保険の補償金額を上回る

可能性もあることから、当社の財政状態及び経営成績に影響を及ぼす可能性があります。 

  

(14) 個人情報等の管理に関するリスクについて 

当社では、住宅の新築やリフォーム及びその検討をされるお客様をはじめとする様々な個人情報及び企業

情報等を取り扱っております。これらの情報管理については、規程の整備や社員等への周知徹底に努めてお

ります。しかしながら、不測の事態によって個人情報等が漏洩した場合には、当社の社会的信用が低下し、ま

た、その対応のための費用が発生し、当社の財政状態及び経営成績に影響を及ぼす可能性があります。 

 

(15) 自然災害及び感染症拡大に関するリスクについて 

大きな自然災害や感染症の拡大等が発生した場合、商品の調達、流通及び販売において支障をきたし、当

社の財政状態及び経営成績に影響を及ぼす可能性があります。 

また、当社の輸入先を含む海外におきましては、新型コロナウイルス感染症の拡大が続いている地域もあり、

収束に関する見通しは立っておりません。国内におきましても、緊急事態宣言は解除されたものの、第二波の

懸念は払拭されておらず、収束までの期間が長引くことにより、当社の財政状態及び経営成績に影響を及ぼ

す可能性があります。 

 

(16) Ｊ‐Adviserとの契約に関するリスクについて 

特定上場有価証券に関する有価証券上場規程の特例第 102 条の定めにより、TOKYO PRO Market 上場

企業は、東京証券取引所より認定を受けたいずれかの担当 J‐Adviser と、株式上場の適格性審査及び株式上

場後の上場適格性を維持するための指導、助言、審査等の各種業務を委託する契約(以下、「J‐Adviser 契約」

とします。)を締結する義務があります。本発行者情報公表日時点において、当社が J‐Adviser 契約を締結して

いるのは宝印刷株式会社(以下、「同社」とします。)であり、同社との J‐Adviser 契約において当社は、下記の

義務の履行が求められております。下記の義務の履行を怠り、又はＪ‐Ａｄｖｉｓｅｒ契約に違反した場合、相手方

は、相当の期間(特段の事情のない限り 1 か月)を定めてその義務の履行又は違反の是正を書面で催告し、そ
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の催告期間内にその義務の履行又は違反の是正がなされなかったときは、J‐Adviser 契約を解除することがで

きる旨の定めがあります。また、上記にかかわらず、当社及び同社は、両当事者による書面による合意又は相

手方に対する 1 か月前以上の書面による通知を行うことにより、いつでも J‐Adviser 契約を解約することができ

る旨の定めがあります。当社が同社より上記の解除にかかる催告期間中において、下記の義務の履行又は違

反の是正が果たせない場合、または同社に代わる担当 J‐Adviser を確保できない場合は、当社普通株式の

TOKYO PRO Market 上場廃止につながる可能性があります。 

＜J‐Adviser 契約上の義務＞ 

・特定上場有価証券に関する有価証券上場規程の特例第 113 条に定める上場適格性要件を継続的に満た

すこと。 

・特定上場有価証券に関する有価証券上場規程の特例及び特定上場有価証券に関する有価証券上場規程

の特例の施行規則に従い、投資者への適時適切な会社情報の開示に努めること。 

・上場規程特例に定める上場会社及び新規上場申請者の義務を履行すること。 

 

また、当社において下記の事象が発生した場合には、同社からの催告無しで J‐Adviser 契約を解除すること

ができるものと定められております。 

 

① 債務超過 

当社がその事業年度の末日に債務超過の状態である場合(上場後1年間において債務超過の状態となった

場合を除く。)において、1年以内(審査対象事業年度の末日の翌日から起算して1年を経過する日(当該1年を

経過する日が当社の事業年度の末日に当たらないときは、当該1年を経過する日の後最初に到来する事業年

度の末日)までの期間をいう。以下、本号において同じ。また「2年以内」も同様。)に債務超過の状態でなくなら

なかったとき。ただし、当社が法律の規定に基づく再生手続若しくは更生手続、産活法第2条第25項に規定す

る特定認証紛争解決手続に基づく事業再生(当該手続が実施された場合における産活法第49条に規定する

特例の適用を受ける特定調停手続による場合も含む。)又は私的整理に関するガイドライン研究会による「私的

整理に関するガイドライン」に基づく整理を行うことにより、当該1年を経過した日から起算して1年以内に債務

超過の状態でなくなることを計画している場合(同社が適当と認める場合に限る。)には、2年以内に債務超過の

状態でなくならなかったとき。 

なお、同社が適当と認める場合に適合するかどうかの審査は、当社が審査対象事業年度に係る決算(上場

会社が連結財務諸表を作成すべき会社である場合には連結会計年度、連結財務諸表を作成すべき会社でな

い場合には事業年度に係る決算とする。)の内容を開示するまでの間において、再建計画(本号但し書に定め

る1年以内に債務超過の状態でなくなるための経営計画を含む。)を公表している場合を対象とし、当社が提出

する当該再建計画並びに次の(ａ)及び(ｂ)に定める書面に基づき行うものとする。 

(ａ) 次のイからハまでに掲げる場合の区分に従い、当該イからハまでに定める書面 

イ 法律の規定に基づく再生手続又は更生手続を行う場合 当該再建計画が、再生計画又は更生計画として

裁判所の認可を得ているものであることを証する書面 

ロ 産活法第2条第25項に規定する特定認証紛争解決手続に基づく事業再生(当該手続が実施された場合に

おける産活法第49条に規定する特例の適用を受ける特定調停手続による場合も含む。)を行う場合 当該

再建計画が、当該手続にしたがって成立したものであることを証する書面 

ハ 私的整理に関するガイドライン研究会による「私的整理に関するガイドライン」に基づく整理を行う場合 当

該再建計画が、当該ガイドラインにしたがって成立したものであることについて債権者が記載した書面 
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(ｂ) 本条柱書に規定する1年以内に債務超過の状態でなくなるための経営計画の前提となった重要な事項等

が、公認会計士等により検討されたものであることについて当該公認会計士等が記載した書面 

② 銀行取引の停止 

当社が発行した手形等が不渡りとなり銀行取引が停止された場合又は停止されることが確実となった場合。 

③ 破産手続、再生手続又は更生手続 

当社が法律の規定に基づく会社の破産手続、再生手続若しくは更生手続を必要とするに至った場合(当社

が、法律に規定する破産手続、再生手続又は更生手続の原因があることにより、破産手続、再生手続又は更

生手続を必要と判断した場合)又はこれに準ずる状態になった場合。なお、これに準ずる状態になった場合と

は、次のａからｃまでに掲げる場合その他当社が法律の規定に基づく会社の破産手続、再生手続又は更生手

続を必要とするに至った場合に準ずる状態になったと同社が認めた場合をいうものとし、当該ａからｃまでに掲

げる場合には当該ａからｃまでに定める日に本号前段に該当するものとして取り扱う。 

ａ 当社が債務超過又は支払不能に陥り又は陥るおそれがあるときなどで再建を目的としない法律に基づかな

い整理を行う場合 当社から当該整理を行うことについての書面による報告を受けた日 

ｂ 当社が、債務超過又は支払不能に陥り又は陥るおそれがあることなどにより事業活動の継続について困難

である旨又は断念する旨を取締役会等において決議又は決定した場合であって、事業の全部若しくは大部

分の譲渡又は解散について株主総会又は普通出資者総会に付議することの取締役会の決議を行った場合 

当社から当該事業の譲渡又は解散に関する取締役会の決議についての書面による報告を受けた日(事業

の大部分の譲渡の場合には、当該事業の譲渡が事業の大部分の譲渡であると同社が認めた日) 

ｃ 当社が、財政状態の改善のために、債権者による債務の免除又は第三者による債務の引受若しくは弁済に

関する合意を当該債権者又は第三者と行った場合(当該債務の免除の額又は債務の引受若しくは弁済の

額が直前事業年度の末日における債務の総額の100分の10に相当する額以上である場合に限る。) 当社

から当該合意を行ったことについての書面による報告を受けた日 

④ 前号に該当することとなった場合においても、当社が次のａからｃまでに該当する再建計画の開示を行った

場合には、原則として本契約の解除は行わないものとする。 

ａ 次の(ａ)又は(ｂ)に定める場合に従い、当該(ａ)又は(ｂ)に定める事項に該当すること。 

(ａ) 当社が法律の規定に基づく再生手続又は更生手続を必要とするに至った場合 当該再建計画が、再生

計画又は更生計画として裁判所の認可を得られる見込みがあるものであること。 

(ｂ) 当社が前号ｃに規定する合意を行った場合 当該再建計画が、前号ｃに規定する債権者又は第三者の合

意を得ているものであること。 

ｂ 当該再建計画に次の(ａ)及び(ｂ)に掲げる事項が記載されていること。 

(ａ) TOKYO PRO Marketに上場する有価証券の全部を消却するものでないこと。 

(ｂ) 前ａの(ａ)に規定する見込みがある旨及びその理由又は同(ｂ)に規定する合意がなされていること及びそれ

を証する内容。 

ｃ 当該再建計画に上場廃止の原因となる事項が記載されているなど公益又は投資者保護の観点から適当で

ないと認められるものでないこと。 

⑤ 事業活動の停止 

当社が事業活動を停止した場合(当社及びその連結子会社の事業活動が停止されたと同社が認めた場合)

又はこれに準ずる状態になった場合。なお、これに準ずる状態になった場合とは、次のａからｃまでに掲げる場
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合その他当社が事業活動を停止した場合に準ずる状態になった場合と同社が認めた場合をいうものとし、当

該ａからｃまでに掲げる場合には当該ａからｃまでに掲げる日に同号に該当するものとして取り扱う。 

ａ 当社が、合併により解散する場合のうち、合併に際して当社の株主に対してその株券等に代わる財産の全

部又は一部として次の(ａ)又は(ｂ)に該当する株券等を交付する場合は、原則として、合併がその効力を生ず

る日の3日前(休業日を除外する。)の日 

(ａ) TOKYO PRO Marketの上場株券等 

(ｂ) 特例第132条の規定の適用を受け、速やかにTOKYO PRO Marketに上場される見込みのある株券等 

ｂ 当社が、前ａに規定する合併以外の合併により解散する場合は、当社から当該合併に関する株主総会(普通

出資者総会を含む。)の決議についての書面による報告を受けた日(当該合併について株主総会の決議に

よる承認を要しない場合には、取締役会の決議(委員会設置会社にあっては、執行役の決定を含む。)につ

いての書面による報告を受けた日) 

ｃ 当社が、ａ及び前ｂに規定する事由以外の事由により解散する場合(前項第2号ｂの規定の適用を受ける場

合を除く。)は、当社から当該解散の原因となる事由が発生した旨の書面による報告を受けた日 

⑥ 不適当な合併等 

当社が非上場会社の吸収合併又はこれに類するもの（ⅰ 非上場会社を完全子会社とする株式交換、ⅱ  

会社分割による非上場会社からの事業の承継、ⅲ 非上場会社からの事業の譲受け、ⅳ 会社分割による他の

者への事業の承継、ⅴ 他の者への事業の譲渡、ⅵ 非上場会社との業務上の提携、ⅶ 第三者割当による株

式若しくは優先出資の割当て、ⅷ その他非上場会社の吸収合併又はⅰからⅶまでと同等の効果をもたらすと

認められる行為）で定める行為(以下本号において「吸収合併等」という。)を行った場合に、当社が実質的な存

続会社でないと同社が認めた場合。 

⑦ 支配株主との取引の健全性の毀損 

第三者割当により当社の支配株主(当社の親会社又は当社の議決権の過半数を直接若しくは間接に保有

する者)が異動した場合(当該割当により交付された募集株式等の転換又は行使により支配株主が異動する見

込みがある場合を含む。)において、支配株主との取引に関する健全性が著しく毀損されていると同社が認め

るとき。 

⑧ 発行者情報等の提出遅延 

当社が提出の義務を有する発行者情報又は有価証券報告書等につき、特例及び法令に定める期間内に

提出しなかった場合で、同社がその遅延理由が適切でないと判断した場合。 

⑨ 虚偽記載又は不適正意見等 

次のａ又はｂに該当する場合。 

ａ 当社が開示書類等に虚偽記載を行い、かつ、その影響が重大であると同社が認める場合。 

ｂ 当社の財務諸表等に添付される監査報告書等において、公認会計士等よって、監査報告書については「不

適正意見」又は「意見の表明をしない」旨(天災地変等、上場会社の責めに帰すべからざる事由によるもので

ある場合を除く。)が記載され、かつ、その影響が重大であると同社が認める場合。 

⑩ 法令違反及び上場契約違反等 

当社が重大な法令違反又は特例に関する重大な違反を行った場合。 

⑪ 株式事務代行機関への委託 

当社が株式事務を特例で定める株式事務代行機関に委託しないこととなった場合又は委託しないこととなる
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ことが確実となった場合。 

⑫ 株式の譲渡制限 

当社がTOKYO PRO Marketに上場する株式の譲渡につき制限を行うこととした場合。 

⑬ 指定振替機関における取扱い 

当社が発行する株券が指定振替機関の振替業における取扱いの対象とならないこととなった場合。 

⑭ 株主の権利の不当な制限 

当社が次のａからｇまでのいずれかに掲げる行為を行っている場合において、株主の権利内容及びその行

使が不当に制限されていると同社が認めた場合その他株主の権利内容及びその行使が不当に制限されてい

ると同社が認めた場合をいう。 

ａ 買収者以外の株主であることを行使又は割当ての条件とする新株予約権を株主割当て等の形で発行する

買収防衛策(以下「ライツプラン」という。)のうち、行使価額が株式の時価より著しく低い新株予約権を導入時

点の株主等に対し割り当てておくものの導入(実質的に買収防衛策の発動の時点の株主に割り当てるため

に、導入時点において暫定的に特定の者に割り当てておく場合を除く。)。 

ｂ ライツプランのうち、株主総会で取締役の過半数の交代が決議された場合においても、なお廃止又は不発

動とすることができないものの導入。 

ｃ 拒否権付種類株式のうち、取締役の過半数の選解任その他の重要な事項について種類株主総会の決議

を要する旨の定めがなされたものの発行に係る決議又は決定(持株会社である当社の主要な事業を行って

いる子会社が拒否権付種類株式又は取締役選任権付種類株式を当社以外の者を割当先として発行する

場合において、当該種類株式の発行が当社に対する買収の実現を困難にする方策であると同社が認める

ときは、当社が重要な事項について種類株主総会の決議を要する旨の定めがなされた拒否権付種類株式

を発行するものとして取り扱う。)。 

ｄ TOKYO PRO Marketに上場している株券について、株主総会において議決権を行使することができる事項

のうち取締役の過半数の選解任その他の重要な事項について制限のある種類の株式への変更に係る決議

又は決定。 

ｅ TOKYO PRO Marketに上場している株券より議決権の多い株式(取締役の選解任その他の重要な事項に

ついて株主総会において一個の議決権を行使することができる数の株式に係る剰余金の配当請求権その

他の経済的利益を受ける権利の価額等がTOKYO PRO Marketに上場している株券より低い株式をいう。)

の発行に係る決議又は決定。 

ｆ 議決権の比率が300％を超える第三者割当に係る決議又は決定。 

ｇ 株主総会における議決権を失う株主が生じることとなる株式併合その他同等の効果をもたらす行為に係る

決議又は決定。 

⑮ 全部取得 

当社がTOKYO PRO Marketに上場している株券に係る株式の全部を取得する場合。 

⑯ 反社会的勢力の関与 

当社が反社会的勢力の関与を受けている事実が判明した場合において、その実態がTOKYO PRO Market

の市場に対する株主及び投資者の信頼を著しく毀損したと同社が認めるとき。 

⑰ その他 

前各号のほか、公益又は投資者保護のため、同社若しくは東京証券取引所が当社の上場廃止を適当と認
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めた場合。 

 

なお、本発行者情報公表日時点において、J‐Adviser契約の解約につながる可能性のある上記の事象は発

生しておりません。 

 

5 【経営上の重要な契約等】 

該当事項はありません。 

 

6 【研究開発活動】 

該当事項はありません。 

 

7 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】 

文中の将来に関する事項は、当事業年度末現在において当社が判断したものであります。 

 

(1) 重要な会計方針及び見積り 

当社の財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成されておりま

す。この財務諸表の作成にあたりまして、経営者による会計上の見積りを必要としております。経営者はこれら

の見積りについて過去の実績や現状等を総合的に勘案し合理的に判断しておりますが、実際の結果は、見積

り特有の不確実性があるため、これらの見積りと異なる場合があります。 

 

(2) 財政状態の分析 

(流動資産) 

当事業年度末における流動資産の残高は1,341,415千円で、前事業年度末に比べ66,232千円増加しており

ます。商品及び製品の増加132,714千円、売掛金の減少55,873千円、現金及び預金の減少12,889千円が主な

変動要因であります。 

 

(固定資産) 

当事業年度末における固定資産の残高は390,121千円で、前事業年度末に比べ183,829千円増加しており

ます。土地の増加106,656千円、建設仮勘定の増加52,623千円、固定化営業債権の増加25,707千円が主な変

動要因であります。 

 

(流動負債) 

当事業年度末における流動負債の残高は958,278千円で、前事業年度末に比べ102,163千円増加しており

ます。短期借入金の増加104,340千円、支払手形の減少6,738千円、工事未払金の増加5,767千円が主な変動

要因であります。 

 

(固定負債) 

当事業年度末における固定負債の残高は635,462千円で、前事業年度末に比べ159,879千円増加しており

ます。長期借入金の増加158,656千円が主な変動要因であります。 

 

(純資産) 

当事業年度末における純資産の残高は137,796千円で、前事業年度末に比べ11,982千円減少しております。

資本準備金の減少13,141千円、繰越利益剰余金の増加13,141千円、当事業年度の当期純損失11,669千円

が主な変動要因であります。 
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(3) 経営成績の分析 

(売上高) 

当事業年度における売上高は1,632,723千円(前年同期比7.4％増)となりました。売上高の主な内訳は、木

材事業における商品売上高1,510,789千円、住宅事業における完成工事高121,934千円であります。 

 

(売上総利益) 

当事業年度における売上総利益は355,380千円(前年同期比6.6％増)となりました。売上原価の主な内訳は、

木材事業における商品売上原価1,190,226千円、住宅事業における工事原価87,118千円であります。その結

果、売上総利益の主な内訳は、木材事業における商品売上総利益320,563千円、住宅事業における完成工

事総利益34,817千円となりました。 

 

(販売費及び一般管理費) 

当事業年度における販売費及び一般管理費は328,047千円(前年同期比5.3％増)となりました。販売費及び

一般管理費の主な内訳は、給料手当100,912千円、役員報酬32,790千円、支払手数料26,779千円、減価償却

費24,992千円、地代家賃23,350千円であります。 

 

(営業利益) 

当事業年度における営業利益は27,333千円(前年同期比25.2％増)となりました。営業利益の主な内訳は、

木材事業が109,470千円、住宅事業が5,242千円、報告セグメントに帰属しない全社費用が営業利益ベースで

△87,379千円であります。 

 

(経常利益) 

主に、助成金収入2,185千円、支払利息23,620千円の計上により、当事業年度における経常利益は8,268千

円(前年同期比3.9％減)となりました。 

 

(当期純利益) 

固定資産売却益1,660千円、貸倒引当金繰入額12,854千円の計上により、当事業年度における税引前当

期純損失は2,925千円(前年同期税引前当期純利益8,860千円)となり、当期純損失は11,669千円(前年同期当

期純利益2,832千円)となりました。 

   

(4) 経営成績に重要な影響を与える要因 

「4 【事業等のリスク】」をご参照ください。 

 

(5) キャッシュ・フローの状況の分析 

「1 【業績等の概要】(2) キャッシュ・フローの状況」をご参照ください。 

 

(6) 資本の財源及び資金の流動性 

当社の資本の財源及び資金の流動性につきましては、主として営業活動によるキャッシュ・フロー及び金融

機関からの借入を源泉としております。また、設備投資等の長期資金需要につきましては、自己資金並びに金

融機関からの借入等、金利コストの最小化を図れるような調達方法を検討しております。 
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第4 【設備の状況】 

1 【設備投資等の概要】 

当事業年度の設備投資については、事業規模拡大のための設備等の充実、加工設備の増強等を目的とし

た設備投資を継続的に実施しております。 

当事業年度の設備投資の総額は196,278千円であり、セグメント別の設備投資について示すと、次のとおり

であります。 

 

(1) 木材事業 

当事業年度の主な設備投資は、相模原販売所の規模拡大に対応するための倉庫機能の充実と車輌の拡

充、首都圏サービスセンターにおける加工設備の増強を中心とする総額36,079千円の投資を実施しました。そ

の主な内訳は、リース資産12,328千円、建物及び附属設備10,469千円、構築物9,109千円であります。 

なお、重要な設備の除却又は売却はありません。 

 

(2) 住宅事業 

当事業年度の主な設備投資は、住宅事業部の事務所の老朽化に対する耐震性及びセキュリティの強化、

職場環境の改善等を目的とした事務所の建替えを中心とする総額160,199千円の投資を実施しました。その主

な内訳は、土地106,000千円、建設仮勘定52,271千円であります。 

なお、重要な設備の除却又は売却はありません。 
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2 【主要な設備の状況】 

令和2年4月30日現在 

事業所名 

(所在地) 

セグメ

ントの

名称 

設備の 

内容 

帳簿価額(千円) 

従業員

数(名) 
建物及び

附属設備 
構築物 

機械装置

及び車輌

運搬具 

工具、 

器具 

及び備品 

リース

資産 

建設 

仮勘定 

土地 

(面積㎡) 
合計 

本社 

(東京都中野

区) 

－ 本社機能 833 － 141 1,298 7,398 352 － 10,022 6  

相模原販売所 

(神奈川県相

模 原 市 中 央

区) 

木材 

土地、 

事務所、 

倉庫 

及び車輌 

38,111 8,499 333 157 18,724 － 
43,063 

(1,941.10) 
108,886 

7  

(1)  

首都圏サービ

スセンター 

(埼玉県さいた

ま市南区) 

木材 

倉庫、 

加工設備 

及び車輌 

10,690 － 15,719 62 3,906 － － 30,378 12  

横浜販売所 

(神奈川県川

崎市幸区) 

木材 車輌 － － 107 0 － － － 107 1  

住宅事業部 

(東京都大田

区) 

住宅 
土地及び

事務所 
18,947 － 64 1,591 － 52,271 

106,000 

(126.31) 
178,873 4  

(注)1. 現在休止中の主要な設備はありません。 

2. 上記の金額には消費税等は含まれておりません。 

3. 従業員数の( )は、臨時雇用者数を外数で記載しております。 

4. 上記の他、主要な賃借設備としては以下のものがあります。 

事業所名 

(所在地) 

セグメントの

名称 
設備の内容 

従業員数 

(名) 

当事業年度における 

賃借料(千円) 

本社 

(東京都中野区) 
－ 

事務所及び 

駐車場 
6 4,120 

相模原販売所 

(神奈川県相模原市中央区) 
木材 駐車場 

7 

(1) 
327 

首都圏サービスセンター 

(埼玉県さいたま市南区) 
木材 

事務所及び 

社員寮 
12 10,228 

横浜販売所 

(神奈川県川崎市幸区) 
木材 事務所 1 7,080 

住宅事業部 

(東京都大田区) 
住宅 

事務所及び 

駐車場 
4 1,595 

 

3 【設備の新設、除却等の計画】 

(1) 重要な設備の新設等 

事業所名 

(所在地) 

セグメント

の名称 

設備の 

内容 

投資予定額 
資金調達

方法 
着手年月 

完了予定

年月 

完成後の

増加能力 総額 

(千円) 

既支払額 

(千円) 

住宅事業部 

(東京都 

大田区) 

住宅 
事務所用

建物 
180,000 52,271 借入金 

令和2年 

2月 

令和2年 

12月 
(注)1 

(注)1. 設備完成後の増加能力を正確に測定することが困難であるため、完成後の増加能力を記載しておりません。 

2. 上記の金額に消費税等は含まれておりません。 

 

(2) 重要な設備の除却等 

経常的な設備の更新のための除却等を除き、重要な設備の除却等の計画はありません。 



― 27 ― 

第5 【発行者の状況】 

1 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

 

記名・無記名の 
別、額面・無額 
面の別及び種類 

発行可能 
株式総数 

(株) 

未発行 
株式数 

(株) 

事業年度末 
現在発行数 

(株) 
(令和2年 
4月30日) 

公表日現在 
発行数 

(株) 
(令和2年 
7月31日) 

上場金融商品取 
引所名又は登録 
認可金融商品取 
引業協会名 

内容 

普通株式 7,910,000 5,751,600 2,158,400 2,158,400 
東京証券取引所 
(TOKYO PRO 

Market) 

単元株式数 
100株 

計 7,910,000 5,751,600 2,158,400 2,158,400 － － 

 

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

 

(3) 【MSCB等の行使状況等】 

該当事項はありません。 

 

(4) 【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

 

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 

(株) 

発行済株式 
総数残高 

(株) 

資本金増減額 
(千円) 

資本金残高 
(千円) 

資本準備金 
増減額 
(千円) 

資本準備金 
残高 

(千円) 

平成29年7月20日 
(注)1 

1,958,616 1,978,400 － 98,000 － 42,950 

平成31年4月24日 
(注)2 

180,000 2,158,400 9,000 107,000 9,000 51,950 

令和元年7月19日 
(注)3 

－ 2,158,400 － 107,000 △13,141 38,809 

(注)1. 株式分割 平成29年7月20日開催の取締役会決議により、同日付で普通株式1株を100株に分割しております。これ

により株式数は、1,958,616株増加し、1,978,400株となっております。 

2. 有償第三者割当 発行価格100円 資本組入額50円 

主な割当先 トーヨーマテリア㈱ 

3. 令和元年７月18日開催の第14回定時株主総会決議により、令和元年７月19日を効力発生日として、資本準備

金の額51,950,000円のうち13,140,777円を減少し、減少後の資本準備金の額を38,809,223円とし、減少す

る資本準備金の額13,140,777円につきましては、その他資本剰余金に13,140,777円を振り替えております。 
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(6) 【所有者別状況】 

令和2年4月30日現在 

区分 

株式の状況(1単元の株式数100株) 

単元未満 
株式の状況 

(株) 
政府及び 
地方公共 

団体 
金融機関 

金融商品
取引業者 

その他の 
法人 

外国法人等 
個人 
その他 

計 

個人以外 個人 

株主数 
(人) 

－ － － 4 4 － 28 36 － 

所有株式数 
(単元) 

－ － － 600 350 － 20,634 21,584 － 

所有株式数 
の割合(％) 

－ － － 2.78 1.62 － 95.60 100.00 － 

(注) 自己株式5,000株は、「個人その他」に50単元含まれております。 

 

(7) 【大株主の状況】 

令和2年4月30日現在 

  

氏名又は名称 住所 
所有株式数 

(株) 

株式総数に 

対する所有株式数 

の割合(％) 

窪寺 伸浩 東京都中野区 1,366,400 63.45 

窪寺 真理 東京都中野区 282,000 13.10 

山下 直 東京都渋谷区 110,000 5.11 

窪寺 和子 東京都中野区 40,000 1.86 

山﨑 邦利 東京都港区 40,000 1.86 

横尾 紀雄 東京都豊島区 40,000 1.86 

トーヨーマテリア株式会社 東京都港区赤坂七丁目6番38号 30,000 1.39 

七戸 淳 東京都港区 22,000 1.02 

伊藤 純一 東京都狛江市 20,000 0.93 

佐竹 康峰 東京都世田谷区 20,000 0.93 

西野 信夫 千葉県八千代市 20,000 0.93 

計  1,990,400 92.43 
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(8) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

令和2年4月30日現在 

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式(自己株式等) － － － 

議決権制限株式(その他) － － － 

完全議決権株式(自己株式等) 
(自己保有株式) 

－ － 
普通株式      5,000  

完全議決権株式(その他) 普通株式   2,153,400 21,534 － 

単元未満株式 － － － 

発行済株式総数 2,158,400  － － 

総株主の議決権 － 21,534 － 

 

② 【自己株式等】 

令和2年4月30日現在 

所有者の氏名 

又は名称 
所有者の住所 

自己名義 

所有株式数 

(株) 

他人名義 

所有株式数 

(株) 

所有株式数 

の合計 

(株) 

発行済株式 

総数に対する 

所有株式数 

の割合(％) 

(自己保有株式) 

クボデラ株式会社 

東京都中野区沼袋四丁目27番

15号 
5,000 － 5,000 0.23 

計 － 5,000 － 5,000 0.23 

 

(9) 【ストックオプション制度の内容】 

該当事項はありません。 
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2 【自己株式の取得等の状況】 

【株式の種類等】 会社法第155条第3号による普通株式の取得  

 

(1) 【株主総会決議による取得の状況】 

該当事項はありません。 

 

(2) 【取締役会決議による取得の状況】 

区分 株式数(株) 価額の総額(千円) 

取締役会(令和元年8月9日)での決議状況 

(取得期間 令和元年8月19日～令和2年2月19日) 
10,000 600 

最近事業年度前における取得自己株式 － － 

最近事業年度における取得自己株式 

(令和元年5月1日～令和2年4月30日) 
5,000 300 

残存決議株式の総数及び価額の総額 5,000 300 

最近事業年度の末日現在の未行使割合(％) 50.0 50.0 

最近期間における取得自己株式 － － 

公表日現在の未行使割合(％) 50.0 50.0 

 

(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】 

該当事項はありません。 

 

(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】 

区分 

最近事業年度 最近期間 

株式数(株) 
処分価額の総額 

(千円) 
株式数(株) 

処分価額の総額 

(千円) 

引き受ける者の募集を行った 

取得自己株式 
－ － － － 

消却の処分を行った取得自己株式 － － － － 

合併、株式交換、会社分割に係る 

移転を行った取得自己株式 
－ － － － 

その他( － ) － － － － 

保有自己株式数 5,000 － 5,000 － 

 

3 【配当政策】 

当社では、株主に対する利益還元を経営上の重要政策として認識し、業績の状況、取り巻く環境及び中長

期を展望した財務体質を勘案し、継続的かつ安定的に実施することを基本方針としております。 

当社は、中間配当と期末配当の年2回、剰余金の配当を行うことができる旨を定款に定めております。これら

の剰余金の配当の決定機関は、期末配当については株主総会、中間配当については取締役会であります。 

なお、当事業年度の配当につきましては、内部留保金の確保のため実施しておりません。内部留保金につ

きましては、企業体質強化、将来の事業展開のための資金等に充当してまいります。 

今後の配当につきましては、財政状態、経営成績及び今後の事業計画を勘案し、内部留保とのバランスを
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図りながらその実施を検討する所存であります。 

 

4 【株価の推移】 

(1) 【最近3年間の事業年度別最高・最低株価】 

回次 第13期 第14期 第15期 

決算年月 平成30年4月 平成31年4月 令和2年4月 

最高(円) 60 － － 

最低(円) 60 － － 

(注)1. 最高・最低株価は東京証券取引所TOKYO PRO Marketにおけるものであります。 

2. 当社株式は、平成29年10月17日から東京証券取引所TOKYO PRO Marketに上場しております。それ以前について

は、該当事項はありません。 

3. 第14期及び第15期については、売買実績がありません。 

 

(2) 【最近6月間の月別最高・最低株価】 

月別 令和元年11月 令和元年12月 令和2年1月 令和2年2月 令和2年3月 令和2年4月 

最高(円) － － － － － － 

最低(円) － － － － － － 

(注)1. 最高・最低株価は東京証券取引所TOKYO PRO Marketにおけるものであります。 

2. 令和元年11月、12月、令和2年1月、2月、3月及び4月については、売買実績がありません。 
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5 【役員の状況】 

 
男性7名、女性1名(役員のうち女性の比率12.5%) 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 報酬 
所有株式数

(株) 

代表取締役 社長 窪寺 伸浩 昭和36年4月22日 

昭和60年4月 

昭和62年4月 

平成7年8月 

平成17年7月 

 

丸宇木材市売㈱入社 

クボデラ㈲入社 

同社代表取締役就任 

マルトミホーム㈱ (現当社 )設

立、代表取締役就任(現任) 

注(3) 注(7) 1,366,400 

取締役 
経営 
管理 
室長 

窪寺 真理 昭和38年9月12日 

昭和61年4月 

平成5年7月 

平成10年3月 

平成18年3月 

 

ユニチャーム㈱入社 

クボデラ㈲入社 

同社取締役就任 

マルトミホーム㈱(現当社)取締

役就任(現任) 

注(3) 注(7) 282,000 

取締役 
管理 
部長 

榎本 稔 昭和52年11月11日 

平成12年4月 

平成20年11月 

平成25年1月 

 

平成25年9月 

平成26年9月 

令和元年7月 

日本ユニコム㈱入社 

日産センチュリー証券㈱入社 

㈱フロンティアエージェンシー

入社 

岩崎印刷㈱入社 

クボデラ㈲入社 

当社取締役就任(現任) 

注(3) 注(7) 1,000 

取締役 
木材 
事業 
部長 

三河 博嗣 昭和40年2月23日 

昭和58年6月 

昭和62年6月 

平成元年7月 

平成5年10月 

平成6年3月 

平成29年8月 

令和2年1月 

令和2年7月 

田村精機工業㈱入社 

㈱わたや入社 

㈲上園加工入社 

相模トーヨー住器㈱入社 

㈱北浜入社 

当社入社 

当社相模原販売所所長(現任) 

当社取締役就任(現任) 

注(4) － － 

取締役 － 山﨑 邦利 昭和47年10月28日 

平成8年4月 

平成11年10月 

平成16年2月 

 

平成22年8月 

平成27年3月 

 

平成28年6月 

 

令和元年7月 

ＢＡＳＦジャパン㈱入社 

モールドフロージャパン㈱入社 

フィナンシャルディストリクト㈱

入社 

ジブラルタ生命保険㈱入社 

一般社団法人経営戦略推進

機構 代表理事就任(現任) 

マルトミホーム㈱(現当社)監査

役就任 

当社取締役就任(現任) 

注(3) 注(7) 40,000 

監査役 
(常勤) 

－ 吉田 俊夫 昭和20年6月3日 

昭和43年4月 

平成17年7月 

平成28年4月 

平成28年6月 

 

令和元年7月 

大同信用金庫入庫 

クボデラ㈲入社 

同社取締役就任 

マルトミホーム㈱(現当社)取締

役就任 

当社監査役就任(現任) 

注(5) 注(7) 5,000 

監査役 
(非常勤) 

－ 玉木 賢明 昭和29年1月24日 

昭和63年4月 

 

 

平成2年10月 

平成4年5月 

 

平成5年5月 

 

平成30年3月 

弁護士登録 

千代田国際経営法律事務所

入所 

小島国際法律事務所入所 

麹町総合法律事務所開設(共

同経営) 

玉木賢明法律事務所開設 所

長就任(現任) 

当社監査役就任(現任) 

注(6) 注(7) － 

監査役 
(非常勤) 

－ 尾久土 公憲 昭和49年11月27日 

平成12年9月 

平成16年1月 

 

 

 

平成30年3月 

原田税務会計事務所入所 

尾久土公憲税理士事務所開

設 所長就任(現任) 

資格の学校TAC税理士講座

講師就任(現任） 

当社監査役就任(現任) 

注(6) 注(7) － 

計 1,694,400 

(注)1. 取締役 山﨑邦利は、社外取締役であります。 

2. 監査役 玉木賢明及び尾久土公憲は、社外監査役であります。 
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3. 取締役 窪寺伸浩、窪寺真理、榎本稔及び山﨑邦利の任期は、平成31年4月期に係る定時株主総会終結の時から令和3年4月期

に係る定時株主総会終結の時までであります。 

4. 取締役 三河博嗣の任期は、令和2年4月期に係る定時株主総会終結の時から令和3年4月期に係る定時株主総会終結の時までで

あります。 

5. 監査役 吉田俊夫の任期は、平成31年4月期に係る定時株主総会終結の時から令和3年4月期に係る定時株主総会終結の時まで

であります。 

6. 監査役 玉木賢明及び尾久土公憲の任期は、平成30年4月臨時株主総会終結の時から令和3年4月期に係る定時株主総会終結の

時までであります。 

7. 令和2年4月期における役員報酬の総額は、32,790千円を支給しております。 

8. 取締役 窪寺真理は、代表取締役社長 窪寺伸浩の配偶者であります。  

 

6 【コーポレート・ガバナンスの状況等】 

(1) 【コーポレート・ガバナンスの状況】 

① コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 

当社は、コーポレート・ガバナンスを企業経営の重要事項と位置付けております。株主をはじめ多様なステ

ークホルダーとの適切な関係を維持し、社会に対する責任を果たしながら事業活動を行うことが、長期的な業

績向上や持続的成長の目的達成に最も重要な課題のひとつと考えております。コーポレート・ガバナンスの機

能を充実させ、透明性と公正性の高い経営を確立することは当社の重要な基本的責務であります。このため、

当社は取締役会を中心とした経営監督・監視機能を強化し、内部統制・リスク管理等の問題に対処するため、

コーポレート・ガバナンス体制を整備し、持続的発展を第一義に考えた事業運営を行うこととしております。 

 

② 会社の機関の内容及びコーポレート・ガバナンス体制の状況 

1) 取締役会 

当社の取締役会は取締役5名(うち1名は社外取締役)で構成されており、会社の経営上の意思決定機関とし

て取締役会規程に基づき、経営方針やその他の重要事項について審議、意思決定を行うほか、取締役による

職務執行状況を確認しております。取締役会は毎月１回定期的に開催するほか、必要に応じて、随時開催し

ております。また、監査役が取締役会に出席し、適宜意見を述べることで、経営に対する適正な牽制機能が果

たされております。  

2) 監査役及び監査役会 

当社は監査役会設置会社であります。監査役会は3名(うち2名は社外監査役)で構成され、原則として毎月1

回定期的に開催されております。また、監査役監査は年度計画に基づいて行われ、監査役会において報告、

協議しております。各監査役は、取締役会への出席を含め、会社業務及び会計の監査を実施するとともに、取

締役や代表取締役の業務執行を、適正性及び適法性の観点から監査しております。  

3) 内部監査 

当社の内部監査は、住宅事業部を主管部署とし、担当者1名(住宅事業部)を配置して業務に関する監査を

実施しております。また、住宅事業部に対する内部監査は管理部が実施しており、相互に牽制する体制をとっ

ております。各部の監査結果並びに改善点につきましては、内部監査担当者から社長に対し、報告書並びに

改善要望書を提出する体制をとっております。 

また、監査役は、内部監査担当者より監査実施状況について随時報告を受けるとともに、社長及び監査法

人と定期的に意見交換を行い、取締役会への出席以外の場においても課題・改善事項について情報共有し、

監査役監査の実効性を高めております。 
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4) 会計監査 

当社はＰｗＣ京都監査法人と監査契約を締結し、独立した立場から「特定上場有価証券に関する有価証券

上場規程の特例」第128条第3項の規定に基づき監査を受けております。なお令和2年4月期において監査を

執行した公認会計士は高田佳和氏、齋藤勝彦氏の2名であり、いずれも継続監査年数は7年以内であります。

また当該監査業務に係る補助者は公認会計士6名、会計士試験合格者2名、その他3名であります。なお当社

と監査に従事する公認会計士及びその補助者との間には特別の利害関係はありません。 

 

当社のコーポレート・ガバナンス体制の模式図は、次のとおりであります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③ 内部統制システムの整備の状況 

当社では、取締役会規程、業務分掌規程等の規定に基づいて業務を合理的に分担することで、特定の組

織並びに特定の担当者に業務や権限が集中することを回避し、内部牽制機能が適切に働くよう努めておりま

す。 

 

④ リスク管理体制の整備の状況 

当社のリスク管理体制は、リスク管理の主管部署として経営管理室が情報の一元化を行っております。また、

当社は企業経営及び日常の業務に関して、必要に応じて弁護士等の複数の専門家から経営判断上の参考と

するためのアドバイスを受ける体制をとっております。 

 

 

 

 

 

 

株主総会 

 

取締役会 

代表取締役 

各 部 門 

内部監査担当者 

監査法人 

監査役会 

選任・解任 

選定・解職 

・監督 

 

指示 報告 

報告 

報告 

監査 

報告 

指示 

監査 

 

連携 

連携 

選任・解任 

連携 

選任・解任 

会計監査 
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⑤ 役員報酬の内容 

役員区分 

報酬等の 

総額 

(千円) 

報酬等の種類別の総額 

(千円) 
対象となる 

役員の員数 

(人) 基本報酬 賞与 
ストック 

オプション 

取締役(社外取締役を除く。) 28,550 28,450 100 － 5 

監査役(社外監査役を除く。) 1,900 1,800 100 － 1 

社外役員 2,340 2,340 － － 3 

(注)1. 株主総会決議による取締役の報酬限度額は、平成30年7月19日開催の第13回定時株主総会において、年額

100,000千円と定められております(使用人兼務取締役の使用人給与分は含みません。)。また、株主総会決議による

監査役の報酬限度額は、平成30年7月19日開催の第13回定時株主総会において、年額5,000千円と定められており

ます。 

2. 対象となる役員の員数には、当事業年度中に監査役を退任し取締役に選任された者を重複して集計し記載しており

ます。実際の支給対象者は8名(うち、社外役員は3名)であります。 

 

⑥ 社外取締役及び社外監査役の状況 

当社では、社外取締役1名を選任しております。他社で経営に携わったり、当社で監査役を務めてきたりした

経験に基づいた経営並びに当社の事業に関する高い見識を活かし、多角的な視点から取締役会及び重要な

会議に出席し、有意義な助言や意見をいただいております。 

当社には、社外取締役を選任するための独立性に関する基準又は方針はありませんが、社外の人間を招聘

するにあたり、知識、見識を持ち、公平な立場で意見具申していただける人を基本に人選しております。 

なお、当社社外取締役の山﨑邦利氏は、当社株式の一部を保有しているほか、当社との間に人的関係、資

本的関係、取引関係その他の利害関係はありません。 

当社では、社外監査役2名を選任しております。これまでの経歴や見識等に基づいた財務・会計並びに法

律に関する高い専門性を活かし、多角的な視点から取締役会及び重要な会議に出席し、経営監視機能を果

たしております。また、監査役は、内部監査担当者と定期的な情報交換を行うとともに、監査法人と意見交換を

行っております。 

当社には、社外監査役を選任するための独立性に関する基準又は方針はありませんが、社外の人間を招聘

するにあたり、知識、見識を持ち、公平な立場で意見具申していただける人を基本に人選しております。 

なお、当社社外監査役の玉木賢明氏及び尾久土公憲氏は、当社との間には人的関係、資本的関係、取引

関係その他の利害関係はありません。 

 

⑦ 支配株主との取引を行う際における少数株主の保護の方策に関する指針 

支配株主との取引が発生する場合には、当該取引条件を一般の取引条件と同等の条件に照らし合わせて

決定し、かつ、公正で適切な取引関係の維持に努めることにより、少数株主の利害を害することのないように対

応いたします。関連当事者取引については、取引の際に取締役会の承認を必要といたします。このような運用

を行うことで、関連当事者取引を取締役会において適時把握し、少数株主の利益を損なう取引を排除する体

制を構築しております。 

     

⑧ 取締役及び監査役の定数 

当社の取締役は10名以内、監査役は5名以内とする旨を定款に定めております。 
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⑨ 取締役の選任決議要件 

当社は、取締役の選任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の3分の1以上を有する

株主が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨及び累積投票によらない旨を定款に定めております。 

 

⑩ 株主総会の特別決議要件 

当社は、株主総会の円滑な運営を行うため、会社法第309条第2項に定める株主総会の特別決議要件につ

いて、議決権を行使することができる株主の議決権の3分の1以上を有する株主が出席し、その議決権の3分の

2以上をもって行う旨を定款に定めております。 

 

⑪ 自己株式の取得 

当社は、会社法第165条第2項の規定により、取締役会の決議によって市場取引等により自己の株式を取得

することができる旨を定款に定めております。 

 

⑫ 取締役及び監査役の責任免除 

当社は、職務の遂行にあたり期待される役割を十分に発揮できる環境を整備するため、会社法第426条第1

項の規定により、任務を怠った取締役(取締役であったものを含む。)及び監査役(監査役であったものを含む。)

の損害賠償責任を法令の限度において、取締役会の決議によって免除できる旨を定款に定めております。 

 

⑬ 中間配当に関する事項 

当社は、株主への機動的な利益還元を可能とするため、会社法第454条第5項の規定に基づき、取締役会

の決議により中間配当をすることができる旨を定款に定めております。 

 

(2) 【監査報酬の内容等】 

① 【監査法人に対する報酬の内容】  

最近事業年度 

監査証明業務に基づく報酬 
(千円) 

非監査業務に基づく報酬 
(千円) 

8,000 － 

 

② 【その他重要な報酬の内容】 

該当事項はありません。  

 

③ 【監査法人の発行者に対する非監査業務の内容】  

該当事項はありません。  

 

④ 【監査報酬の決定方針】 

当社の事業規模等を勘案して監査報酬額を決定しております。  
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第6 【経理の状況】 

1. 財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第

59号)に基づいて作成しております。 

(2) 当社の財務諸表については、株式会社東京証券取引所の「特定上場有価証券に関する有価証券上

場規程の特例の施行規則」第116条第3項で認められた会計基準のうち、我が国において一般に公正妥

当と認められる企業会計の基準に準拠して作成しております。 

 

2. 監査証明について 

当社は、株式会社東京証券取引所の「特定上場有価証券に関する有価証券上場規程の特例」第128

条第3項の規定に基づき、当社の当事業年度(令和元年5月1日から令和2年4月30日まで)の財務諸表に

ついて、ＰｗＣ京都監査法人により監査を受けております。 

 

3. 連結財務諸表について 

当社は子会社がありませんので、連結財務諸表を作成しておりません。 



― 38 ― 

【財務諸表等】 

(1) 【財務諸表】 

① 【貸借対照表】 

(単位：千円) 

 
前事業年度 

(平成31年4月30日) 
当事業年度 

(令和2年4月30日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 ※1   260,053    ※1  247,165 

受取手形  ※1   101,115     ※1  102,885 

売掛金 331,809 275,936 

完成工事未収入金 4,012 1,156 

商品及び製品 560,713 693,427 

未成工事支出金 1,482 8,194 

未収消費税等 1,449 3,020 

その他 16,353 12,970 

貸倒引当金 △1,803 △3,338 

流動資産合計 1,275,183 1,341,415 

固定資産   

有形固定資産   

建物及び附属設備 78,653 89,122 

減価償却累計額 △13,590 △20,541 

建物及び附属設備(純額) 65,064 68,581 

構築物 － 9,109 

減価償却累計額 － △610 

構築物(純額) － 8,499 

機械装置及び車輌運搬具 88,801 86,951 

減価償却累計額 △66,740 △70,586 

機械装置及び車輌運搬具(純額) 22,060 16,365 

工具、器具及び備品 4,217 7,300 

減価償却累計額 △3,342 △4,192 

工具、器具及び備品(純額) 876 3,108 

土地 ※1   42,407 ※1   149,063 

建設仮勘定 － 52,623 

リース資産 35,357 47,685 

減価償却累計額 △8,784 △17,658 

リース資産(純額) 26,574 30,028 

有形固定資産合計 156,980 328,267 

無形固定資産   

電話加入権 0 0 

無形固定資産合計 0 0 
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投資その他の資産   

長期性預金 24,791 22,121 

出資金 4,133 4,133 

敷金及び差入保証金 7,335 6,582 

長期前払費用 5,629 5,988 

保険積立金 5,918 6,704 

繰延税金資産 1,309 1,270 

固定化営業債権 － ※2   25,707 

その他 196 2,203 

貸倒引当金 － △12,854 

投資その他の資産合計 49,311 61,854 

固定資産合計 206,292 390,121 

資産合計 1,481,475 1,731,536 
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(単位：千円) 

 
前事業年度 

(平成31年4月30日) 
当事業年度 

(令和2年4月30日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形 209,804 203,066 

買掛金 75,549 76,250 

工事未払金 10,058 15,824 

短期借入金 ※1・※3  294,196 ※1・※3  398,536 

一年内返済予定の長期借入金 ※1  237,733 ※1  233,901 

リース債務 7,617 10,009 

未払費用 14,320 15,702 

未払法人税等 5,049 1,997 

その他 1,790 2,994 

流動負債合計 856,115 958,278 

固定負債   

長期借入金 ※1  454,526 ※1  613,181 

リース債務 20,943 22,281 

その他 115 － 

固定負債合計 475,583 635,462 

負債合計 1,331,697 1,593,740 

 
純資産の部 

  

株主資本   

資本金 107,000 107,000 

資本剰余金   

資本準備金 51,950 38,809 

資本剰余金合計 51,950 38,809 

利益剰余金   

利益準備金 4,000 4,000 

その他利益剰余金   

繰越利益剰余金 △13,141 △11,669 

利益剰余金合計 △9,141 △7,669 

自己株式 － △300 

株主資本合計 149,809 137,840 

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 △31 △44 

評価・換算差額等合計 △31 △44 

純資産合計 149,778 137,796 

負債純資産合計 1,481,475 1,731,536 
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② 【損益計算書】 

(単位：千円) 

 
前事業年度 

(自 平成30年5月1日 
至 平成31年4月30日) 

当事業年度 
(自 令和元年5月1日 
至 令和2年4月30日) 

売上高   

商品売上高 1,425,708 1,510,789 

完成工事高 94,328 121,934 

売上高合計 1,520,035 1,632,723 

売上原価   

商品売上原価   

期首棚卸高 441,336 560,713 

当期仕入高 1,238,717 1,322,939 

合計 1,680,053 1,883,653 

期末棚卸高 560,713 693,427 

商品売上原価 1,119,340 1,190,226 

工事原価 67,264 87,118 

売上原価合計 1,186,603 1,277,343 

売上総利益 333,432 355,380 

販売費及び一般管理費 ※1   311,595 ※1   328,047 

営業利益 21,837 27,333 

営業外収益   

受取利息 63 33 

受取配当金 35 81 

保険金収入 3,315 － 

助成金収入 500 2,185 

受取手数料 960 959 

その他 2,115 1,801 

営業外収益合計 6,987 5,058 

営業外費用   

支払利息 19,948 23,620 

その他 269 503 

営業外費用合計 20,217 24,123 

経常利益 8,607 8,268 

特別利益   

固定資産売却益 ※2     254 ※2     1,660 

特別利益合計 254 1,660 

特別損失   

貸倒引当金繰入額 － ※3    12,854 

特別損失合計 － 12,854 

税引前当期純利益又は税引前当期純損失(△) 8,860 △2,925 

法人税、住民税及び事業税 6,524 8,700 

法人税等調整額 △496 44 

法人税等合計 6,028 8,744 

当期純利益又は当期純損失(△) 2,832 △11,669 
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③ 【株主資本等変動計算書】 

前事業年度 (自 平成30年5月1日 至 平成31年4月30日) 

(単位：千円) 

 

 

株主資本 評価・換算差額等 

純資産額 

合計 資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己 

株式 

株主資本 

合計 

その他

有価証 

券評価 

差額金 

評価・

換算 

差額等 

合計 

資本 

準備金 

資本 

剰余金 

合計 

利益 

準備金 

その他利

益剰余金 
利益 

剰余金 

合計 
繰越利益 

剰余金 

当期首残高 98,000 42,950 42,950 4,000 △15,973 △11,973 － 128,977 5 5 128,982 

当期変動額            

新株の 

発行 
9,000 9,000 9,000     18,000   18,000 

欠損補填           － 

当期純利 

益又は当 

期純損失 

(△) 

    2,832 2,832  2,832   2,832 

自己株式 

の取得 
          － 

株主資本 

以外の項 

目の当期 

変動額 

(純額) 

        △36 △36 △36 

当期変動額 

合計 
9,000 9,000 9,000 － 2,832 2,832 － 20,832 △36 △36 20,796 

当期末残高 107,000 51,950 51,950 4,000 △13,141 △9,141 － 149,809 △31 △31 149,778 
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当事業年度 (自 令和元年5月1日 至 令和2年4月30日) 

(単位：千円) 

 

 

株主資本 評価・換算差額等 

純資産額 

合計 資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己 

株式 

株主資本 

合計 

その他

有価証 

券評価 

差額金 

評価・

換算 

差額等 

合計 

資本 

準備金 

資本 

剰余金 

合計 

利益 

準備金 

その他利

益剰余金 
利益 

剰余金 

合計 
繰越利益 

剰余金 

当期首残高 107,000 51,950 51,950 4,000 △13,141 △9,141 － 149,809 △31 △31 149,778 

当期変動額            

新株の 

発行 
          － 

欠損補填  △13,141 △13,141  13,141 13,141  －   － 

当期純利 

益又は当 

期純損失 

(△) 

    △11,669 △11,669  △11,669   △11,669 

自己株式 

の取得 
      △300 △300   △300 

株主資本 

以外の項 

目の当期 

変動額 

(純額) 

        △12 △12 △12 

当期変動額 

合計 
－ △13,141 △13,141 － 1,471 1,471 △300 △11,969 △12 △12 △11,982 

当期末残高 107,000 38,809 38,809 4,000 △11,669 △7,669 △300 137,840 △44 △44 137,796 
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④ 【キャッシュ・フロー計算書】 

(単位：千円) 

 
前事業年度 

(自 平成30年5月1日 
至 平成31年4月30日) 

当事業年度 
(自 令和元年5月1日 
至 令和2年4月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税引前当期純利益又は税引前当期純損失(△) 8,860 △2,925 

減価償却費 20,690 24,992 

貸倒引当金の増減額(△は減少) △3,118 14,388 

受取利息及び受取配当金 △98 △113 

支払利息 19,948 23,620 

売上債権の増減額(△は増加) △8,662 56,958 

固定化営業債権の増減額(△は増加) － △25,707 

たな卸資産の増減額(△は増加) △119,675 △140,748 

仕入債務の増減額(△は減少) 31,131 △271 

未収消費税等の増減額(△は増加) △1,449 △1,571 

未払消費税等の増減額(△は減少) △8,308 － 

その他 2,751 774 

小計 △57,931 △50,604 

利息及び配当金の受取額 89 100 

利息の支払額 △22,245 △24,755 

法人税等の支払額 △3,293 △11,751 

営業活動によるキャッシュ・フロー △83,380 △87,011 

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金等の預入による支出 △66,294 △32,030 

定期預金等の払戻による収入 38,942 16,801 

有形固定資産の取得による支出 △49,909 △177,262 

有形固定資産の売却による収入 297 1,792 

投資有価証券の取得による支出 － △2,000 

貸付けによる支出 △5,000 － 

貸付金の回収による収入 5,150 50 

その他 △1,906 △172 

投資活動によるキャッシュ・フロー △78,720 △192,821 

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入れによる収入 728,410 865,920 

短期借入金の返済による支出 △755,542 △761,580 

長期借入れによる収入 430,100 413,300 

長期借入金の返済による支出 △271,414 △258,476 

株式の発行による収入 18,000 － 

自己株式の取得による支出 － △300 

その他 △6,595 △9,583 

財務活動によるキャッシュ・フロー 142,959 249,281 

現金及び現金同等物に係る換算差額 △269 △250 

現金及び現金同等物の増減額(△は減少) △19,411 △30,801 

現金及び現金同等物の期首残高 124,657 105,247 

現金及び現金同等物の期末残高 ※   105,247 ※    74,446 
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【注記事項】 

 

(重要な会計方針) 

1. たな卸資産の評価基準及び評価方法 

(1) 商品及び製品 

個別法による原価法(収益性の低下による簿価切下げの方法)を採用しております。 

(2) 未成工事支出金 

個別法による原価法(収益性の低下による簿価切下げの方法)を採用しております。 

 

2. 固定資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産(リース資産を除く) 

定率法を採用しております。ただし、平成10年4月1日以降に取得した建物及び附属設備並びに構築物に

ついては定額法を採用しております。 

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

建物及び附属設備 6～38年 

構築物 15年 

機械装置及び車輌運搬具 2～8年 

工具、器具及び備品 3～15年 

(2) 無形固定資産(リース資産を除く) 

定額法を採用しております。 

(3) リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。 

    

3. 外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準 

外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しており

ます。 

 

4. 引当金の計上基準 

貸倒引当金 

債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 

 

5. キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクし

か負わない取得日から3ヶ月以内に償還期限の到来する短期的な投資からなっております。 
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6. その他財務諸表作成のための基本となる事項 

消費税等の会計処理 

消費税等の会計処理は税抜方式によっております。 

 

(未適用の会計基準等) 

・ 「収益認識に関する会計基準」 (企業会計基準第29号 平成30年3月30日) 

・ 「収益認識に関する会計基準の摘要指針」 (企業会計基準摘要指針第30号 平成30年3月30日) 

 

(1) 概要 

収益認識に関する包括的な会計基準であります。収益は、次の5つのステップを適用し認識されます。 

ステップ1：顧客との契約を識別する。 

ステップ2：契約における履行義務を識別する。 

ステップ3：取引価格を算定する。 

ステップ4：契約における履行義務に取引価格を配分する。 

ステップ5：履行義務を充足した時に又は充足するにつれて収益を認識する。 

 

(2) 適用予定日 

令和4年4月期の期首より適用予定であります。 

 

(3) 当該会計基準等の適用による影響 

影響額は、当財務諸表の作成時において評価中であります。 

 

(表示方法の変更) 

(貸借対照表関係) 

前事業年度において、独立掲記しておりました「流動資産」の「前払費用」は重要性が乏しいため、当事業年

度より「その他」に含めて表示しております。この表示方法の変更を反映させるため、前事業年度の財務諸表の

組替えを行っております。 

この結果、前事業年度の貸借対照表において、「流動資産」に表示していた「前払費用」15,499千円、「その

他」854千円は、「その他」16,353千円として組み替えております。 

 

(追加情報) 

当社では、貸倒引当金等の会計上の見積りについて、財務諸表作成時において入手可能な情報に基づき

実施しております。当事業年度におきましては、新型コロナウイルス感染症の影響が1年程度続くとの一定の仮

定のもとで、貸倒引当金の計上等の会計上の見積りを会計処理に反映しております。しかしながら、新型コロナ

ウイルス感染症の影響は不確定要素が多く、翌会計年度の当社の財政状態、経営成績に影響を及ぼす可能

性があります。 
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(貸借対照表関係) 

※1 担保資産及び担保付債務 

担保に供している資産及び担保付債務は次のとおりであります。 

 前事業年度 

(平成31年4月30日) 

当事業年度 

(令和2年4月30日) 

現金及び預金 75,097千円 75,104千円 

受取手形 8,451千円 8,511千円 

土地 10,362千円 149,063千円 

計 93,910千円 232,678千円 

 

 前事業年度 

(平成31年4月30日) 

当事業年度 

(令和2年4月30日) 

短期借入金 100,000千円 164,000千円 

一年内返済予定の長期借入金 99,701千円 84,825千円 

長期借入金 166,900千円 226,323千円 

計 366,601千円 475,148千円 

 

※2 固定化営業債権 

通常の回収期間を超えて未回収となっており、回収に長期を要する債権(売掛金)であります。 

 

※3 当座貸越契約及び貸出コミットメント 

当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行3行と当座貸越契約及び貸出コミットメント契約を締

結しております。 

事業年度末における当座貸越契約及び貸出コミットメント契約に係る借入未実行残高は次のとおりでありま

す。 

 前事業年度 

(平成31年4月30日) 

当事業年度 

(令和2年4月30日) 

当座貸越限度額 

及び貸出コミットメントの総額 
230,000千円 230,000千円 

借入実行残高 157,030千円 151,800千円 

差引額 72,970千円 78,200千円 

 

(損益計算書関係) 

※1 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。 

 
前事業年度 

(自 平成30年5月1日 
至 平成31年4月30日) 

当事業年度 
(自 令和元年5月1日 
至 令和2年4月30日) 

 役員報酬 37,170千円  32,790千円  

 給料手当 92,469千円  100,912千円  

 減価償却費 20,690千円  24,992千円  
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販売費に属する費用及び一般管理費に属する費用のおおよその割合は以下のとおりであります。 

販売費 73.9％ 75.3％ 

一般管理費 26.1％ 24.7％ 

 

※2 固定資産売却益の内容は、以下のとおりであります。 

 
前事業年度 

(自 平成30年5月1日 
至 平成31年4月30日) 

当事業年度 
(自 令和元年5月1日 
至 令和2年4月30日) 

 機械装置及び車輌運搬具 254千円  1,660千円  

 

※3 貸倒引当金繰入額の内容は、以下のとおりであります。 

 
前事業年度 

(自 平成30年5月1日 
至 平成31年4月30日) 

当事業年度 
(自 令和元年5月1日 
至 令和2年4月30日) 

 固定化営業債権 －千円  12,854千円  

(注) 貸倒引当金繰入額の内容は、新型コロナウイルス感染症の影響が1年程度続くとの一定の仮定のもとで、その

臨時性も鑑み固定化営業債権に対して設定したものであります。 

 

(株主資本等変動計算書関係) 

前事業年度 (自 平成30年5月1日 至 平成31年4月30日) 

1. 発行済株式の種類及び総数に関する事項 

株式の種類 
当事業年度期首 

株式数(株) 

当事業年度 

増加株式数(株) 

当事業年度 

減少株式数(株) 

当事業年度末 

株式数(株) 

普通株式 1,978,400 180,000 － 2,158,400 

合  計 1,978,400 180,000 － 2,158,400 

(変動の事由の概要) 

有償第三者割当増資による新株の発行による増加 180,000株 

 

2. 自己株式の種類及び株式数に関する事項 

該当事項はありません。 

 

3. 新株予約権等に関する事項 

該当事項はありません。 

 

4. 配当に関する事項 

該当事項はありません。 
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当事業年度 (自 令和元年5月1日 至 令和2年4月30日) 

1. 発行済株式の種類及び総数に関する事項 

株式の種類 
当事業年度期首 

株式数(株) 

当事業年度 

増加株式数(株) 

当事業年度 

減少株式数(株) 

当事業年度末 

株式数(株) 

普通株式 2,158,400 － － 2,158,400 

合  計 2,158,400 － － 2,158,400 

 

2. 自己株式の種類及び株式数に関する事項 

株式の種類 
当事業年度期首 

株式数(株) 

当事業年度 

増加株式数(株) 

当事業年度 

減少株式数(株) 

当事業年度末 

株式数(株) 

普通株式 － 5,000 － 5,000 

合  計 － 5,000 － 5,000 

(変動の事由の概要) 

令和元年8月9日の取締役会決議による自己株式の取得 5,000株 

 

3. 新株予約権等に関する事項 

該当事項はありません。 

 

4. 配当に関する事項 

該当事項はありません。 

 

(キャッシュ・フロー計算書関係) 

※ 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に記載されている科目の金額との関係は、次のとおりであり

ます。 

 
前事業年度 

(自  平成30年5月1日 
至  平成31年4月30日) 

当事業年度 
(自  令和元年5月1日 
至  令和2年4月30日) 

現金及び預金 260,053千円 247,165千円 

預入期間が3か月を超える定期預金 154,807千円 172,719千円 

現金及び現金同等物 105,247千円 74,446千円 

 

(リース取引関係) 

1. ファイナンス・リース取引(借主側) 

所有権移転外ファイナンス・リース取引 

前事業年度 (自 平成30年5月1日 至 平成31年4月30日) 

(1) リース資産の内容 

有形固定資産 

主として、配送車輌(車輌運搬具)及び受発注管理システム用サーバ(工具、器具及び備品)であります。 

(2) リース資産の減価償却の方法 

重要な会計方針「2. 固定資産の減価償却の方法」に記載のとおりであります。 
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当事業年度 (自 令和元年5月1日 至 令和2年4月30日) 

(1) リース資産の内容 

有形固定資産 

主として、配送車輌(車輌運搬具)及び受発注管理システム用サーバ(工具、器具及び備品)であります。 

(2) リース資産の減価償却の方法 

重要な会計方針「2. 固定資産の減価償却の方法」に記載のとおりであります。 

 

2. オペレーティング・リース取引(借主側) 

オペレーティング・リース取引のうち解約不能のものに係る未経過リース料 

 前事業年度 

(平成31年4月30日) 

当事業年度 

(令和2年4月30日) 

1年内 4,331千円  3,341千円 

1年超 9,457千円 6,145千円 

合計 13,788千円 9,486千円 

 

(金融商品関係) 

1. 金融商品の状況に関する事項 

(1) 金融商品に関する取組方針 

当社は、資金運用については短期的な預金等に限定し、また、資金調達については銀行等の金融機関か

らの借入及び新株発行による方針であります。 

 

(2) 金融商品の内容及びそのリスク 

営業債権である受取手形、売掛金、完成工事未収入金及び固定化営業債権は、顧客の信用リスクに晒され

ております。 

営業債務である支払手形、買掛金及び工事未払金は1年以内の支払期日であります。借入金については、

主に営業取引及び設備投資に必要な資金の調達を目的としたものであります。ファイナンス・リース取引に係る

リース債務は、主に設備投資に必要な資金の調達を目的としたものであります。 

 

(3) 金融商品に係るリスク管理体制 

① 信用リスク(取引先の契約不履行等に係るリスク)の管理 

営業債権である売掛金及び完成工事未収入金等については、経常的に発生しており、各事業部門におけ

る担当者及び管理部が、所定の手続きに従って定期的に債権の回収状況のモニタリングを行い、取引相手ご

とに期日及び残高を管理するとともに、財務状況等の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図っており

ます。 

特に金額等の重要性が高い取引については、取締役会において、取引実行の決定や回収状況の報告等

を行っております。 

② 市場リスク(為替等の変動リスク)の管理 

為替の変動リスクについては、随時為替の動きをチェックした上で、個別の案件ごとに対応しております。 
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③ 資金調達に係る流動性リスク(支払期日に支払いを実行できなくなるリスク)の管理 

営業債務である買掛金及び工事未払金等については、各事業部門からの報告に基づき、管理部が月次単

位で適時に資金繰計画を作成、更新するとともに、手元流動性の維持等により流動性リスクを管理しておりま

す。 

 

(4) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明 

金融商品の時価は、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が

含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用す

ることにより、当該価額が変動することもあります。 

 

2. 金融商品の時価等に関する事項 

貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。なお、時価を把握することが

極めて困難と認められるものは、次表には含まれておりません((注2)を参照ください)。 

前事業年度(平成31年4月30日) 

 

貸借対照表計上額 

(千円) 

時価 

(千円) 

差額 

(千円) 

(1) 現金及び預金 260,053 260,053 － 

(2) 受取手形 101,115 101,115 － 

貸倒引当金(※) △559 △559 － 

 100,555 100,555 － 

(3) 売掛金 331,809 331,809 － 

貸倒引当金(※) △1,243 △1,243 － 

  330,566 330,566 － 

(4) 完成工事未収入金 4,012 4,012 － 

(5) 未収消費税等 1,449 1,449 － 

(6) 長期性預金 24,791 24,783 △8 

資産計 721,426 721,418 △8 

(1) 支払手形 209,804 209,804 － 

(2) 買掛金 75,549 75,549 － 

(3) 工事未払金 10,058 10,058 － 

(4) 短期借入金 294,196 294,196 － 

(5) 未払法人税等 5,049 5,049 － 

(6) 長期借入金(一年内返済予定を含む) 692,259 660,209 △32,049 

(7) リース債務(一年内返済予定を含む) 28,560 27,480 △1,080 

負債計 1,315,473 1,282,344 △33,129 

(※) 受取手形及び売掛金に対応する貸倒引当金を控除しております。 

(注1) 金融商品の時価の算定方法 

資産 

(1) 現金及び預金、(5) 未収消費税等 

短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっております。 
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(2) 受取手形、(3) 売掛金、(4) 完成工事未収入金 

貸借対照表計上額は、帳簿価額から、これに対応する貸倒引当金を控除した後の金額を記載しております。また、貸

倒引当金は、貸倒実績率及び個別の回収可能性による回収不能見込額に基づき計上しており、貸倒引当金控除後

の帳簿価額と近似していることから、当該価額によっております。 

(6) 長期性預金 

預金の合計額を、新規に同様の預金を行った場合に想定される利率で割り引いた現在価値により算定しております。 

     

負債 

(1) 支払手形、(2) 買掛金、(3) 工事未払金、(4) 短期借入金、(5) 未払法人税等 

短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっております。 

(6) 長期借入金(一年内返済予定を含む)、(7) リース債務(一年内返済予定を含む) 

元利金の合計額を、新規に同様の借入又は、リース取引を行った場合に想定される利率で割り引いた現在価値により

算定しております。 

 

当事業年度(令和2年4月30日) 

 

貸借対照表計上額 

(千円) 

時価 

(千円) 

差額 

(千円) 

(1) 現金及び預金 247,165 247,165 － 

(2) 受取手形 102,885 102,885 － 

貸倒引当金(※) △559 △559 － 

 102,326 102,326 － 

(3) 売掛金 275,936 275,936 － 

貸倒引当金(※) △2,778 △2,778 － 

  273,158 273,158 － 

(4) 完成工事未収入金 1,156 1,156 － 

(5) 未収消費税等 3,020 3,020 － 

(6) 長期性預金 22,121 22,116 △5 

(7) 固定化営業債権 25,707 25,707 － 

貸倒引当金(※) △12,854 △12,854 － 

 12,854 12,854 － 

資産計 661,799 661,794 △5 

(1) 支払手形 203,066 203,066 － 

(2) 買掛金 76,250 76,250 － 

(3) 工事未払金 15,824 15,824 － 

(4) 短期借入金 398,536 398,536 － 

(5) 未払法人税等 1,997 1,997 － 

(6) 長期借入金(一年内返済予定を含む) 847,082 782,619 △64,463 

(7) リース債務(一年内返済予定を含む) 32,290 31,144 △1,146 

負債計 1,575,045 1,509,435 △65,610 

(※) 受取手形、売掛金及び固定化営業債権に対応する貸倒引当金を控除しております。 

 

(注1) 金融商品の時価の算定方法 

資産 

(1) 現金及び預金、(5) 未収消費税等 

短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっております。 
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(2) 受取手形、(3) 売掛金、(4) 完成工事未収入金 

貸借対照表計上額は、帳簿価額から、これに対応する貸倒引当金を控除した後の金額を記載しております。また、貸

倒引当金は、貸倒実績率及び個別の回収可能性による回収不能見込額に基づき計上しており、貸倒引当金控除後

の帳簿価額と近似していることから、当該価額によっております。 

(6) 長期性預金 

預金の合計額を、新規に同様の預金を行った場合に想定される利率で割り引いた現在価値により算定しております。 

(7) 固定化営業債権 

回収見込額等に基づいて貸倒見積高を算定しているため、時価は当事業年度末における貸借対照表価額から現在

の貸倒見積高を控除した金額によっております。 

 

負債 

(1) 支払手形、(2) 買掛金、(3) 工事未払金、(4) 短期借入金、(5) 未払法人税等 

短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっております。 

(6) 長期借入金(一年内返済予定を含む)、(7) リース債務(一年内返済予定を含む) 

元利金の合計額を、新規に同様の借入又は、リース取引を行った場合に想定される利率で割り引いた現在価値により

算定しております。 

 

(注2) 時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品の貸借対照表計上額 

  
(単位：千円) 

区分 平成31年4月30日 令和2年4月30日 

出資金 4,133 4,133 

敷金及び差入保証金 7,335 6,582 

これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められるため、上記表には含めておりませ

ん。 

 

(注3) 金銭債権の決算日後の償還予定額 

前事業年度(平成31年4月30日) 

 

1年以内 

(千円) 

1年超5年以内 

(千円) 

5年超10年以内 

(千円) 

10年超 

(千円) 

現金及び預金 260,053 － － － 

受取手形 101,115 － － － 

売掛金 331,809 － － － 

完成工事未収入金 4,012 － － － 

長期性預金 － 24,791 － － 

合計 696,989 24,791 － － 

 

当事業年度(令和2年4月30日) 

 

1年以内 

(千円) 

1年超5年以内 

(千円) 

5年超10年以内 

(千円) 

10年超 

(千円) 

現金及び預金 247,165 － － － 

受取手形 102,885 － － － 

売掛金 275,936 － － － 

完成工事未収入金 1,156 － － － 

長期性預金 － 22,121 － － 

合計 627,142 22,121 － － 

固定化営業債権については、償還予定額が見込めないため記載しておりません。 
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(注 4) 短期借入金、長期借入金及びリース債務の決算日後の返済予定額 

前事業年度(平成31年4月30日) 

 
1年以内 

(千円) 

1年超 

2年以内 

(千円) 

2年超 

3年以内 

(千円) 

3年超 

4年以内 

(千円) 

4年超 

5年以内 

(千円) 

5年超 

(千円) 

短期借入金 294,196 － － － － － 

長期借入金(一年内返済予定

を含む) 
237,733 163,346 123,468 52,330 26,074 89,308 

リース債務(一年内返済予定を

含む) 
7,617 7,617 7,372 4,865 1,090 － 

合計 539,546 170,963 130,840 57,195 27,164 89,308 

 

当事業年度(令和2年4月30日) 

 
1年以内 

(千円) 

1年超 

2年以内 

(千円) 

2年超 

3年以内 

(千円) 

3年超 

4年以内 

(千円) 

4年超 

5年以内 

(千円) 

5年超 

(千円) 

短期借入金 398,536 － － － － － 

長期借入金(一年内返済予定

を含む) 
233,901 178,893 109,904 67,444 49,380 207,560 

リース債務(一年内返済予定を

含む) 
10,009 9,764 7,257 3,482 1,440 338 

合計 642,446 188,657 117,161 70,926 50,820 207,899 

 

(退職給付関係) 

1. 採用している退職給付制度の概要 

当社は、従業員への退職金の支給に備えるため、新東京木材商業協同組合の退職金制度に加入しており

ます。 

 

2. 退職給付費用に関する事項 

 前事業年度 

(自 平成30年5月1日 

至 平成31年4月30日) 

当事業年度 

(自 令和元年5月1日 

至 令和2年4月30日) 

退職金制度への拠出額 633千円 737千円 

 

(税効果会計関係) 

1. 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

 前事業年度 

(平成31年4月30日) 

当事業年度 

(令和2年4月30日) 

繰延税金資産   

 貸倒引当金 470千円 5,098千円 

 未払事業税 825千円 89千円 

その他有価証券評価差額金 14千円 19千円 

小計 1,309千円 5,206千円 

評価性引当額 － △3,936千円 

繰延税金資産合計 1,309千円 1,270千円 
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(注) 評価性引当額が3,936千円増加しております。この増加の主な内容は、貸倒引当金に係る評価性引当額を3,936千円

追加的に認識したことに伴うものであります。 

 

2. 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原

因となった主要な項目別の内訳 

 前事業年度 

(平成31年4月30日) 

当事業年度 

(令和2年4月30日) 

法定実効税率 30.62％ －％ 

(調整)   

住民税均等割 11.62％ －％ 

交際接待費等の損金不算入額 11.11％ －％ 

特別控除額 5.66％ －％ 

税率変更による差異 2.40％ －％ 

その他 6.60％ －％ 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 68.04％ －％ 

(注) 当事業年度において、税引前当期純損失を計上しているため、注記を省略しております。 

 

(セグメント情報等) 

【セグメント情報】 

1. 報告セグメントの概要 

(1) 報告セグメントの決定方法 

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が経営

資源の配分の決定及び業績の評価をするため、定期的に検討を行う対象となっているものであります。 

   

(2) 報告セグメントに属する商品及びサービスの種類 

「木材事業」は、主に木材及び木質建材の輸入卸売を行っております。 

「住宅事業」は、主に注文住宅やリフォームの提供を行っております。 

 

2. 報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法 

報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「重要な会計方針」における記載と概ね同一であります。

報告セグメントの利益は、営業利益ベースの数値であります。 
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3. 報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報 

前事業年度 (自 平成30年5月1日 至 平成31年4月30日) 

(単位：千円) 

 報告セグメント 調整額 

(注) 

財務諸表 

計上額 木材事業 住宅事業 合計 

売上高 

外部顧客への売上高 

セグメント間の内部売上高

又は振替高 

 

1,425,708 

 

     － 

 

94,328 

 

     － 

 

1,520,035 

 

     － 

 

－ 

 

     － 

 

1,520,035 

 

     － 

計 1,425,708 94,328 1,520,035 － 1,520,035 

セグメント利益又は損失(△) 28,930 △179 28,751 △6,914 21,837 

セグメント資産 1,438,784 39,948 1,478,731 2,744 1,481,475 

セグメント負債 1,314,373 12,276 1,326,649 5,049 1,331,697 

その他の項目 

減価償却費 

有形固定資産及び無形 

固定資産の増加額 

 

19,545 

 

63,824 

 

1,145 

 

     － 

 

20,690 

 

63,824 

 

－ 

 

     － 

 

20,690 

 

63,824 

(注) 調整額は以下のとおりであります。 

(1) セグメント利益又は損失の調整額△6,914千円は、各報告セグメントに配分していない全社費用であります。全社費

用は主に報告セグメントに帰属しない販売費及び一般管理費であります。 

(2) セグメント資産の調整額2,744千円は、各報告セグメントに配分していない全社資産であり、未収消費税等及び繰

延税金資産であります。 

(3) セグメント負債の調整額5,049千円は、各報告セグメントに配分していない全社負債であり、未払法人税等でありま

す。 

 

当事業年度 (自 令和元年5月1日 至 令和2年4月30日) 

(単位：千円) 

 報告セグメント 調整額 

(注) 

財務諸表 

計上額 木材事業 住宅事業 合計 

売上高 

外部顧客への売上高 

セグメント間の内部売上高

又は振替高 

 

1,510,789 

 

－ 

 

121,934 

 

－ 

 

1,632,723 

 

－ 

 

－ 

 

－ 

 

1,632,723 

 

－ 

計 1,510,789 121,934 1,632,723 － 1,632,723 

セグメント利益又は損失(△) 109,470 5,242 114,712 △87,379 27,333 

セグメント資産 1,683,631 41,635 1,725,266 6,271 1,731,536 

セグメント負債 1,571,873 19,870 1,591,743 1,997 1,593,740 

その他の項目 

減価償却費 

有形固定資産及び無形 

固定資産の増加額 

 

23,574 

 

36,079 

 

1,418 

 

160,199 

 

24,992 

 

196,278 

 

－ 

 

－ 

 

24,992 

 

196,278 

(注) 調整額は以下のとおりであります。 

(1) セグメント利益又は損失の調整額△87,379千円は、各報告セグメントに配分していない全社費用であります。全社

費用は主に報告セグメントに帰属しない販売費及び一般管理費であります。 

(2) セグメント資産の調整額6,271千円は、各報告セグメントに配分していない全社資産であり、主に未収消費税等であ

ります。 

(3) セグメント負債の調整額1,997千円は、各報告セグメントに配分していない全社負債であり、未払法人税等でありま

す。 

 

【関連情報】 

前事業年度 (自 平成30年5月1日 至 平成31年4月30日) 

1. 製品及びサービスごとの情報 

セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。 
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2. 地域ごとの情報 

(1) 売上高 

本邦の外部顧客への売上高が損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しております。 

 

(2) 有形固定資産 

本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。 

 

3. 主要な顧客ごとの情報 

損益計算書の売上高に占める割合が10％を超える顧客がいないため、記載を省略しております。 

 

当事業年度 (自 令和元年5月1日 至 令和2年4月30日) 

1. 製品及びサービスごとの情報 

セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。 

    

2. 地域ごとの情報 

(1) 売上高 

本邦の外部顧客への売上高が損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しております。 

 

(2) 有形固定資産 

本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。 

 

3. 主要な顧客ごとの情報 

損益計算書の売上高に占める割合が10％を超える顧客がいないため、記載を省略しております。 

 

【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】 

該当事項はありません。 

 

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】 

該当事項はありません。 

 

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】 

該当事項はありません。 
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【関連当事者情報】 

1. 関連当事者との取引 

財務諸表提出会社と関連当事者との取引 

財務諸表提出会社の役員及び主要株主(個人の場合に限る)等 

前事業年度 (自 平成30年5月1日 至 平成31年4月30日) 

種

類 

会社等

の名称

又は 

氏名 

所

在

地 

資本金

又は 

出資金 

(千円) 

事業

の内

容又

は職

業 

議決権等

の所有

(被所有)

割合(%) 

関連当事

者との 

関係 取引の 

内容 

取引金額

(千円) 

(注1) 

科目 
期末残高 

(千円) 
事業上の

関係 

役

員 

窪寺 

伸浩 
－ － 

当社

代表

取締

役 

63.3 
債務 

被保証 

債務 

被保証 

(注2) 

927,683 － － 

(注)1. 上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておりません。 

2. 当社の借入債務に対し、窪寺伸浩氏が債務保証を行っております。なお、当該債務保証に、保証料の支払いは行っ

ておりません。 

 

当事業年度 (自 令和元年5月1日 至 令和2年4月30日) 

種

類 

会社等

の名称

又は 

氏名 

所

在

地 

資本金

又は 

出資金 

(千円) 

事業

の内

容又

は職

業 

議決権等

の所有

(被所有)

割合(%) 

関連当事

者との 

関係 取引の 

内容 

取引金額

(千円) 

(注1) 

科目 
期末残高 

(千円) 
事業上の

関係 

役

員 

窪寺 

伸浩 
－ － 

当社

代表

取締

役 

63.5 
債務 

被保証 

債務 

被保証 

(注2) 

1,217,942 － － 

(注)1. 上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておりません。 

2. 当社の借入債務に対し、窪寺伸浩氏が債務保証を行っております。なお、当該債務保証に、保証料の支払いは行っ

ておりません。 

 

2. 親会社又は重要な関連会社に関する注記 

該当事項はありません。 

 

(1株当たり情報) 

 
前事業年度 

(自  平成30年5月1日 
至  平成31年4月30日) 

当事業年度 
(自 令和元年5月1日 
至 令和2年4月30日) 

1株当たり純資産額 69円39銭 63円99銭 

1株当たり当期純利益 
又は1株当たり当期純損失(△) 

1円42銭 △5円41銭 

(注)1. 前事業年度の潜在株式調整後1株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

2. 当事業年度の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、1株当たり当期純損失であり、また、潜在株式が

存在しないため記載しておりません。 

3. 1株当たり当期純利益又は1株当たり当期純損失の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 
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項目 
前事業年度 

(自  平成30年5月1日 
至  平成31年4月30日) 

当事業年度 
(自  令和元年5月1日 
至  令和2年4月30日) 

1株当たり当期純利益又は1株当たり当期純損失(△)   

当期純利益又は当期純損失(△) (千円) 2,832 △11,669 

普通株主に帰属しない金額 (千円) － － 

普通株式に係る当期純利益又は当期純損失(△) (千円) 2,832 △11,669 

普通株式の期中平均株式数 (株) 1,993,400 2,156,650 

 

(重要な後発事象) 

資金の借入について 

1. 令和2年5月28日開催の取締役会決議に基づき、資金の借入を行っております。 

(1) 資金の借入の内容 

① 借入日 令和2年5月29日 

② 金額 100,000千円 

③ 金利 年1.11％(注) 

④ 借入期間 8年 

⑤ 貸付人 株式会社日本政策金融公庫 新宿支店 

⑥ 担保状況 なし 

⑦ 資金使途 運転資金 

⑧ 当社との関係 資本関係、人的関係、取引関係はありません。 

(注) 借入日より3年間は、年0.21％になります。 

(2) 今後の見通し 

今回の資金の借入による業績に与える影響はありません。 

 

2. 令和2年6月23日開催の取締役会決議に基づき、資金の借入を行っております。 

(1) 資金の借入の内容 

① 借入日 令和2年6月30日 

② 金額 50,000千円 

③ 金利 年2.18％(注) 

④ 借入期間 15年 

⑤ 貸付人 株式会社商工組合中央金庫 新宿支店 

⑥ 担保状況 なし 

⑦ 資金使途 運転資金 

⑧ 当社との関係 資本関係、人的関係、取引関係はありません。 

(注) 借入日より3年間は年1.90％、3年経過後は年1.00％の利子補給があります。 

(2) 今後の見通し 

今回の資金の借入による業績に与える影響はありません。 
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⑤ 【附属明細表】 

 

【有形固定資産等明細表】 

資産の種類 
当期首残高 

(千円) 

当期 

増加額 

(千円) 

当期 

減少額 

(千円) 

当期末残高 

(千円) 

当期末減価

償却累計額

又は 

償却累計額 

(千円) 

当期償却額 

(千円) 

差引当期末

残高 

(千円) 

有形固定資産        

建物及び 

附属設備 
78,653 10,469 － 89,122 20,541 6,951 68,581 

構築物 － 9,109 － 9,109 610 610 8,499 

機械装置及び 

車輌運搬具 
88,801 2,011 3,860 86,951 70,586 7,706 16,365 

工具、器具 

及び備品 
4,217 3,083 － 7,300 4,192 850 3,108 

土地 42,407 106,656 － 149,063 － － 149,063 

建設仮勘定 － 52,623 － 52,623 － － 52,623 

リース資産 35,357 12,328 － 47,685 17,658 8,874 30,028 

有形固定資産計 249,436 196,278 3,860 441,853 113,587 24,992 328,267 

無形固定資産 0 － － 0 － － 0 

(注)1. 当期増加額のうち主なものは、次のとおりであります。 

建物及び附属設備 相模原販売所の倉庫機能拡充による増加 9,605千円 

 本社事務所の改修による増加 864千円 

構築物 相模原販売所の倉庫機能拡充による増加 9,109千円 

機械装置及び車輌運搬具 車輌4台の導入による増加 1,581千円 

工具、器具及び備品 住宅事業部の事務所改修による増加 1,818千円 

 本社の事務所改修による増加 1,098千円 

土地 住宅事業部の事務所建替えによる増加 106,000千円 

リース資産 相模原販売所のフォークリフト2台導入による増加 7,520千円 

 相模原販売所の倉庫機能拡充による増加 4,808千円 

2. 当期減少額のうち主なものは、次のとおりであります。 

機械装置及び車輌運搬具 車輌2台売却による減少 3,860千円 

3. 長期前払費用については、直接法を採用しておりますので、貸借対照表の減価償却累計額の数値には含まれてお

りません。 
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【借入金等明細表】 

区分 
当期首残高 

(千円) 
当期末残高 

(千円) 
平均利率 

(％) 
返済期限 

短期借入金 294,196 398,536 1.8 － 

一年内返済予定の長期借入金 237,733 233,901 1.9 － 

一年内返済予定のリース債務 7,617 10,009 － － 

長期借入金(一年内返済予定のもの
を除く。) 

454,526 613,181 1.9 令和3年～令和31年 

リース債務(一年内返済予定のもの
を除く。) 

20,943 22,281 － 令和4年～令和7年 

合計 1,015,014 1,277,908 － - 

(注)1. 「平均利率」については、借入金等の期末残高に対する加重平均利率を記載しております。なお、リース債務につい

ては、リース料総額に含まれる利息相当額を控除する前の金額でリース債務を貸借対照表に計上しているため、「平

均利率」を記載しておりません。 

2. 長期借入金及びリース債務(一年以内に返済予定のものを除く)の貸借対照表日後5年内における1年ごとの返済予

定額の総額は、次のとおりであります。 

区分 
1年超2年以内 

(千円) 
2年超3年以内 

(千円) 
3年超4年以内 

(千円) 
4年超5年以内 

(千円) 

長期借入金 178,893 109,904 67,444 49,380 

リース債務 9,764 7,257 3,482 1,440 

 

【引当金明細表】 

区分 
当期首残高 

(千円) 
当期増加額 

(千円) 

当期減少額 
(目的使用) 

(千円) 

当期減少額 
(その他) 
(千円) 

当期末残高 
(千円) 

貸倒引当金 1,803 14,417 － 29 16,191 

(注) 貸倒引当金の「当期減少額(その他)」欄の金額は、一般債権の貸倒実績率による洗替額であります。 
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(2) 【主な資産及び負債の内容】 

① 現金及び預金 

区分 金額(千円) 

現金 284 

預金  

当座預金 415 

普通預金 51,222 

郵便貯金 7 

外貨預金 10,813 

定期預金 168,413 

定期積金 16,010 

計 246,881 

合計 247,165 

 

② 受取手形 

相手先別内訳 

相手先 金額(千円) 

㈱平成建設 18,130 

㈱東集 13,864 

新協商事㈱ 12,766 

本郷木材㈲ 7,757 

マルカ木材㈱ 5,260 

その他 45,109 

合計 102,885 
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期日別内訳 

期日 金額(千円) 

令和2年5月満期 28,801 

令和2年6月満期 39,680 

令和2年7月満期 26,851 

令和2年8月満期 7,553 

合計 102,885 

 

③ 売掛金 

相手先別内訳 

相手先 金額(千円) 

㈱プリンシパルホーム 21,136 

㈱オープンハウス・アーキテクト 16,983 

丸萬木材㈱ 16,064 

㈱平成建設 13,785 

合同会社金田社寺建築 12,000 

その他 195,968 

合計 275,936 

売掛金の発生及び回収並びに滞留状況 

当期首残高(千円) 
 

(Ａ) 

当期発生高(千円) 
 

(Ｂ) 

当期回収高(千円) 
 

(Ｃ) 

当期末残高(千円) 
 

(Ｄ) 

回収率(％) 
 

(Ｃ) 
×100 

(Ａ)＋(Ｂ) 
 

滞留期間(日) 
(Ａ)＋(Ｄ) 

2 
(Ｂ) 
366 

 

331,809 1,640,606 1,696,480 275,936 86.0 67.8 

(注) 消費税等の会計処理は、税抜方式を採用しておりますが、上記金額には消費税等が含まれております。 

 

④ 商品及び製品 

区分 金額(千円) 

木材 665,200 

神棚・上棟セット 28,227 

合計 693,427 
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⑤ 長期性預金 

区分 金額(千円) 

定期預金 10,221 

定期積金 11,900 

合計 22,121 

 

⑥ 支払手形 

相手先別内訳 

相手先 金額(千円) 

丸宇木材市売㈱ 36,100 

トーヨーマテリア㈱ 24,822 

㈱シー・エス・ランバー 22,826 

ジャパン建材㈱ 19,621 

㈱ジューテック 17,851 

その他 81,846 

合計 203,066 

     

期日別内訳 

期日 金額(千円) 

令和2年5月満期 84,819 

令和2年6月満期 70,970 

令和2年7月満期 45,414 

令和2年8月満期 1,863 

合計 203,066 
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⑦ 買掛金 

相手先別内訳 

相手先 金額(千円) 

ポラテック㈱ 9,421 

トーヨーマテリア㈱ 9,383 

丸宇木材市売㈱ 8,857 

ジャパン建材㈱ 6,923 

㈱ジューテック 6,501 

その他 35,164 

合計 76,250 

 

⑧ 工事未払金 

相手先別内訳 

相手先 金額(千円) 

リバウス㈱ 4,453 

正建㈱ 2,666 

㈲日本ユニット 1,727 

ＳＢサービス 1,554 

中野設備 1,243 

その他 4,182 

合計 15,824 

 

⑨ 短期借入金 

区分 金額(千円) 

西京信用金庫 159,000 

㈱商工組合中央金庫 100,000 

㈱りそな銀行 29,800 

東京東信用金庫 25,000 

㈱三井住友銀行 22,100 

その他 62,636 

合計 398,536 
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⑩ 長期借入金(一年内返済予定を含む) 

区分 金額(千円) 

西京信用金庫 450,818 

東京東信用金庫 128,367 

㈱常陽銀行 102,175 

㈱商工組合中央金庫 43,717 

㈱三井住友銀行 40,284 

その他 81,721 

合計 847,082 

 

(3) 【その他】 

 該当事項はありません。 

 

 

第 7 【外国為替相場の推移】 

 

該当事項はありません。 
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第8 【発行者の株式事務の概要】 

事業年度 5月1日から4月30日まで 

定時株主総会 毎事業年度の終了後3ヶ月以内 

基準日 4月30日 

株券の種類 － 

剰余金の配当の基準日 
10月31日 

4月30日 

1単元の株式数 100株 

株式の名義書換え  

取扱場所 － 

株主名簿管理人 － 

取次所 － 

名義書換手数料 － 

新株交付手数料 － 

単元未満株式の買取り  

取扱場所 
東京都千代田区霞が関三丁目2番5号 

株式会社アイ・アール ジャパン 

株主名簿管理人 
東京都千代田区霞が関三丁目2番5号 

株式会社アイ・アール ジャパン 

取次所 － 

買取手数料 無料 

公告掲載方法 

当社の公告方法は、電子公告としております。 

ただし、事故その他やむを得ない事由により電子公告をすることができないときは、日本経

済新聞に掲載して行うこととしております。 

当社の公告掲載ＵＲＬは次のとおりです。 

https://kubodera.co.jp/ 

株主に対する特典 該当事項はありません。 

(注) 当会社の株主は、その有する単元未満株式について、次に掲げる権利以外の権利を行使することができない旨を定款

に定めております。 

会社法第189条第2項各号に掲げる権利 

会社法第166条第1項の規定による請求をする権利 

株主の有する株式数に応じて募集株式の割当て及び募集新株予約権の割当てを受ける権利 
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第二部 【特別情報】 

第1 【外部専門家の同意】 

該当事項はありません。 

 

第三部 【当該有価証券以外の有価証券に関する事項】 

該当事項はありません。 

 






